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1.検討経緯 

事   項 内   容 備   考 

1.1 ダム検証の経緯  

 

 

表－１.１ 検討経緯一覧表 

H21.9.18 

国土交通省の記者会見で全国１４３ダム事業の見直しが発表され

る。 

（県内：横瀬川ダム、和食ダム、春遠ダムが該当） 

H21.12.15 
国土交通大臣より道府県知事に対し「できるだけダムにたよらない

治水」への政策転換に対する協力要請があった 

H21.12.3～H22.6.16 第 1 回～第 10 回 今後の治水対策のあり方に関する有識者会議 

H22.7.13 
第 11 回 今後の治水対策のあり方に関する有識者会議 

「中間とりまとめ（案）」を発表するとともに意見募集を開始 

H22.8.2 

高知県として、「中間とりまとめ（案）」に対する意見書を提出 

・流水の正常な機能の維持の取扱いについて 

・利水対策案の総合的な評価の手法について など、５項目 

H22.9.27 
第 12 回 今後の治水対策のあり方に関する有識者会議 

「中間とりまとめ」を発表 

H22.9.28 国土交通大臣がダム事業の検証に係る検討を正式に要請 

H22.11.16 第１回 春遠ダム検討会議 開催 

H23.1.18 第２回 春遠ダム検討会議 開催 

H23.2.18～H23.3.3 パブリックコメント資料公表 

H23.6.6 第３回 春遠ダム検討会議 開催 

H23.6.10～H23.6.23 パブリックコメント資料公表 
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1.検討経緯 

事   項 内   容 備   考 

1.2 検証フロー   

 

第 12 回有識者会議資料より抜粋 
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1.検討経緯 

事   項 内   容 備   考 

1.3 治水対策の 

検討方法 
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1.検討経緯 

事   項 内   容 備   考 

1.3 治水対策の 

検討方法 
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1.検討経緯 

事   項 内   容 備   考 

1.3 治水対策の 

検討方法 
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1.検討経緯 

事   項 内   容 備   考 

1.3 治水対策の 

検討方法 
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1.検討経緯 

事   項 内   容 備   考 

1.3 治水対策の 

検討方法 
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1.検討経緯 

事   項 内   容 備   考 

1.3 治水対策の 

検討方法 
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1.検討経緯 

事   項 内   容 備   考 

1.4 新規利水の 

検討方法 
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1.検討経緯 

事   項 内   容 備   考 

1.4 新規利水の 

検討方法 
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1.検討経緯 

事   項 内   容 備   考 

1.4 新規利水の 

検討方法 
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2.流域及び河川の概要 

事   項 内   容 備   考 

2.1 流域の地形,地質, 

土地利用等の状況 

  

 

(1) 流 域 

貝ノ川川は、高知県西南部に位置する二級河川で、その源を大月町春遠地先の山稜に発

し、途中で家ノ谷川、荒神
こうじん

谷
たに

川、藤ノ川等の 8 支川を合わせ、土佐清水市貝ノ川郷地先に

おいて太平洋に注いでいる。幹川流路延長は約 17 ㎞、流域面積は約 23km2である。 

貝ノ川川流域は、上流域は大月町、中下流域は土佐清水市の 1 市 1 町にまたがり、約

90％以上を山地が占めている。 

海岸部は足摺宇和海国立公園に指定されており、豊かな自然環境が残っている。 

上流域は山地が深いものの、当流域では比較的まとまった平地があり、大部分を農地と

して利用され、その周辺には小規模な集落が形成されている。 

中流域は谷地形であり、自然河川の様相を呈し、河川と急峻な山地の間のわずかな平地

に農地が点在している。 

下流域は河口部にまとまった平地が広がり、主に左岸側に農地、右岸側に集落が形成さ

れている。また、宿毛市、大月町、土佐清水市を経て四万十市を結ぶ国道 321 号が横断し

ている。 

 

(2) 土地利用と産業 

貝ノ川川の流域面積の約 60％が土佐清水市、残りの約 40％を大月町が占める。河口か

ら上溝頭首工（約 1.4km 地点）区間には集落（土佐清水市：貝ノ川地区）が存在し、貝ノ

川川の水を利用した水田が営まれている。集落には、小学校及び中学校があり、夏場には

子供たちの水浴びが行われている。また、自家消費程度のエビの漁獲が行われているとと

もに、食用作物の洗浄にも利用され、周辺住民の生活に溶け込んだ河川空間となっている。

上流域の堀田
ほ っ た

頭首工（約 15.1km 地点）から家乃谷橋（約 16.4km 地点）の沿川、特に春

遠橋（約 15.7 ㎞）付近を中心に集落（大月町：春遠地区）が分布し、下流域と同様に貝

ノ川川の水を利用した水田が営まれている。 

このように、流域内の産業は貝ノ川川の河川水を利用した稲作が中心に行われている。

 

(3) 人 口 

大月町の人口は、6,385 人、土佐清水市は 16,621 人（平成 21 年度末）で、貝ノ川川流

域内の人口は約 500 人（大月町 約 150 人、土佐清水市 約 350 人）である。上流域の大月

町と下流域の土佐清水市にはそれぞれ 1 ヶ所ずつまとまった集落が存在するが、近年の人

口は、両市町とも僅かながら減少の傾向にある。 

 

図－2.1.1 貝ノ川川流域概要と春遠ダムの位置 

家ノ谷川 

藤ノ川 

荒神谷川 

上溝頭首工

堀田頭首工

家乃谷橋 
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2.流域及び河川の概要 

事   項 内   容 備   考 

2.1 流域の地形,地質, 

土地利用等の状況 

 
(4) 地 形 

① 地形概要 

貝ノ川川流域は、高知県の地形区分 1)では、上流域と下流域は春遠・叶岬山麓地Ⅱb に、中流域は今ノ山山地Ⅰa としている。以下に流域内の地形の特徴につ

いて、地形区域別に述べる。 

○今ノ山山地Ⅰa 

・河川沿いの小起伏山地(起伏量 200m 以下)と河川の左岸方向にみられる中起伏山地(起伏量 200m～400m)に分けられる。 

・山頂・山腹緩斜面が点在するほか、河川沿いには中位岩石台地、下位岩石台地、谷底平野や氾濫原性低地などがみられる。 

○春遠・叶岬山麓地Ⅱb 

・基盤岩の古代三系を切って生じた大起伏丘陵地である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 特定地形 

・「日本の地形レッドデータブック」2) 及び「高知県自然環境保全指針」 3)の文献で指定されている地形をここでの特定地形の選定基準とした。貝ノ川川流

域内には「日本の地形レッドデータブック」で取り上げられている変動地形、火山地形、河川のつくる地形、気候を反映した地形、氷河時代に作られた地

形、海岸地形、地質を反映した地形、その他の重要な地形はみられない。また、「高知県自然環境保全指針」で取り上げられている砂浜、岬、滝、渓谷、 

海岸線、山地などはみられない。 

 

(5) 地 質 

・貝ノ川川流域は、四万十帯南帯の幡多層群来栖野層に属し、砂岩と泥岩の互層からなる単調な岩相である。 

・地質年代は新生代第三紀の始新世～下部漸新生であり、各地層は、一般に北東－南西方向にほぼ平行に分布し、様々な方向に走る複数の断層によって、複

雑に切られている。 

・河川沿いには未固結の泥、砂、礫が堆積する。 

 

(6) 気 候 

貝ノ川川流域は、四国の最南端の足摺岬に近く、黒潮の流れる太平洋に面していることから、年間を通じて温暖な亜熱帯気候を呈しており、夏期は高温多湿

となるが、冬期は積雪も無く過ごしやすい。また、降水量は年間 2,500 ㎜程度と日本の平均降雨量と比べて多く、その大半は梅雨期から台風期に集中している。

1)土地分類基本調査 

柏島・土佐清水(高知県 1980) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（特定地形の選定） 

2)「日本の地形レッドデータブ

ック」(日本の地形レッドデー

タブック作成委員会 1994) 

3)「高知県自然環境保全指針」

(高知県 平成 8 年 2 月) 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－2.1.3（2） 貝ノ川川流域の地形区分
図－2.1.3（1） 貝ノ川川流域の地形区分 
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2.流域及び河川の概要 

事   項 内   容 備   考 

2.1 流域の地形,地質, 

土地利用等の状況 

  

 

図－2.1.4 貝ノ川川流域の地形 

図－2.1.5 貝ノ川川流域の地質 
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2.流域及び河川の概要 

事   項 内   容 備   考 

2.2 治水・利水の歴史  
(2) 過去の主な渇水 

大月町の水道は、町内を流れる小河川の表流水及び伏流水に依存する小規模な簡易水道施設が多く、渇水期には需要に見合う給水が不可能となり、毎年のよ

うに断水が発生している。特に、平成 8 年の渇水は、1 日 18 時間の断水が 14 日間発生し、給水車にて給水を行うことで対処したが、町民の生活に深刻な影響を

与えた。平成 6～7 年、平成 13 年、平成 19 年及び平成 22～23 年にも渇水が深刻になり、給水車による生活用水の供給を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 治水事業の沿革 

貝ノ川川は、平成 13 年 9 月高知県西南部豪雨災害にともない、下流域の貝ノ川地区では洪水被害の軽減を図るため災害関連事業が実施され、その河道改修は

終了している。 

しかし、貝ノ川地区から上流は、計画的な河道改修工事は実施されておらず、災害発生の都度、現況復旧を目的とした災害復旧工事であり、流下能力の向上

など抜本的な改善はなされていない。 

【災害関連事業の整備方針】 

 ・河床掘削，固定堰の統合・可動化、橋梁の改築及び築堤することにより、河川の断面を確保する。 

 ・十分な河川断面を確保することにより、越水による幹線道路や住家の浸水被害の軽減を図る。 

 

(4) 利水事業の沿革 

貝ノ川川沿川では、かんがい用水の確保や大月町における水道用水の確保を目的とした事業はこれまで実施されていない。 

 

 

 

 

 

 

 
表－2.2.2 大月町における渇水状況 

表－2.2.3 河川整備状況（河川主要構造物総括表） 

主要施設 箇所数 名    称 

橋  梁 16 貝の川橋、新貝の川橋、中庄地橋 他 

頭 首 工 50 中川原頭首工(可動堰)、その他固定堰 

砂防堰堤 2  

 

砂防堰堤位置 

制限日数 影響人口 最大断水時間 影響地区

(日) (人） (時間/日） （地区数）

昭和60年 7 585 6 1 断水

61 4 573 6 1 〃

62 4 2,778 6 2 〃

63 4 3,095 7 3 〃

平成元年 14 3,162 7 3 〃

2 10 3,095 7 3 〃

3 10 3,095 7 3 〃

4 10 3,095 8 3 〃

5 10 3,095 9 3 〃

6 9 3,095 9 3 断水・給水車出動

7 14 3,095 10 3 〃

8 14 3,051 18 3 〃

9 3 1,738 6 3 断水

10 3 2,538 6 2 〃

11 3 2,513 6 2 〃

12 3 2,009 6 1 〃

13 4 5,776 24 流域全域
断水（西南豪雨）

給水車出動

19 19 454 - 2
取水制限（配水池枯渇)

給水車出動

22 7 431 - 2
取水制限（配水池枯渇)

給水車出動

23 6 419 - 2
取水制限（配水池枯渇)

給水車出動

年 備考
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2.流域及び河川の概要 

事   項 内   容 備   考 

2.3 貝ノ川川の 

現状と課題 

(1) 治水の現状と課題 

平成 13 年 9 月の高知県西南部豪雨災害により災害関連事業を実施した貝ノ川地区から上流では、これまで計画的な河川整備がなされておらず、水害の都度、

災害復旧事業を実施してきたが、現状の河道は流下能力のばらつきや局部的な流下能力不足の箇所が残存している。このため、特に集落を形成する春遠地区の

平坦地では、たびたび洪水被害が発生しており、河川沿いの平坦地の農地や宅地周辺では、抜本的な治水対策が必要である。 

 
(2) 利水の現状と課題 

貝ノ川川の流水は沿川のかんがい用水として利用されている。なお、貝ノ川川流域には許可水利権はなく、すべて慣行水利権である。 

貝ノ川川では、農業用水の安定化と大月町水道の給水制限を解消するため、安定した新たな水源の確保が求められている。 

こうした状況をうけ、大月町では農業用水を上水道の水源へ一部転用、取水源及び配水池の新設、地区間の水道管の接続などの取り組みが実施されている。 

 

2.4 現行の治水計画  
2.4.1 貝ノ川川水系河川整備基本方針（案）の概要 

(1) 基本高水並びにその河道及び洪水調節施設等への配分に関する事項 

 基本高水は、既往洪水※について検討した結果、そのピーク流量を基準地点である中庄地橋において 325m3/s とし、これを上流の洪水調節施設にて 27m3/s を調

節し、残りを河道により流下させる。 

 

 

 

 

 

 

(2) 主要な地点における計画高水流量に関する事項 

計画高水流量は中庄地橋地点において 300m3/s とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 主要な地点における計画高水位及び計画横断形に係る川幅に関する事項 

貝ノ川川水系の主要な地点における計画高水位及び計画横断形状に係る概ねの川幅は次表のとおりとする。 

 

 

 

 

 

※既往洪水による検討 

昭和 47年～平成 17 年までの

34 年間に発生した 17 洪水を対

象とした検討 

表－2.4.1 基本高水のピーク流量等一覧 

河川名 基準地点名 
基本高水の 
ピーク流量 

洪水調節施設に
よる調節流量 

河道への 
配分流量 

貝ノ川川 
中庄地橋 

（河口から 0.8km） 
325 25 300 

表－2.4.2 基本高水のピーク流量等一覧 

河川名 地点名 
河口からの距離 

(km) 
計画高水位 
T.P.(m) 

河道幅 
(m) 

貝ノ川川 中庄地橋 河口から 0.8 ＋4.37 29 

※T.P.：東京湾平均潮位 

（単位：m3/s）

図－2.4.1 計画高水流量配分図 

中庄地橋 

太 

平 

洋

300 

貝 ノ 川 川 
：基準地点 

（単位：m3/s）
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2.流域及び河川の概要 

事   項 内   容 備   考 

2.4 現行の治水計画  
2.4.2 貝ノ川川水系河川整備計画（案）の概要 

(1) 河川整備計画の目標 

貝ノ川川は、概ね 30 年に 1 度発生すると予想されている洪水に対して、洪水を安全に流下できることを整備目標とする。 

貝ノ川川水系家ノ谷川に建設する春遠ダムにより洪水調節を行い、洪水流量を低下させる。洪水調節後の洪水流量に対して流下能力が不足している河道区間

については河川改修を実施する。 

春遠ダムによる洪水調節と河川整備により中庄地橋治水基準点（0.82k）において 300m3/s の流量を流下させることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－2.4.3 整備実施内容

貝ノ川地区 河川改修 

藤ノ川地区 河川改修 

春遠地区 河川改修 

整備目標流量配分図 
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2.流域及び河川の概要 

事   項 内   容 備   考 

2.5 現行の利水計画 
 
(1) 水道事業計画の概要（ H16.11 計画案） 
 

1) 計画 1 日最大給水量 

① 給水区域内人口 

 供用開始予定の平成 27 年度における予測人口は、５種類の予測計算式により 1,460 人（平成 26 年度末）としている。 

 

 ② 計画 1 日最大給水量 

 簡易水道施設基準に従い、計画給水区域における一般住民への供給量を算定した結果から計画 1 日最大給水量 598m3/日とする。 

 

 2) 春遠ダム供給量 

 計画給水区域へ 598m3/日を供給するためには、水路ロス等を考慮して春遠ダム貯水池より 660m3/日の取水が必要である。 

 

 

(2) 貝ノ川川水系河川整備基本方針（案）の概要 

春遠学橋地点から本川下流における既得用水としては、農業用水として約 28ha の農地に対する慣行水利がある。 

春遠学橋地点における流水の正常な機能を維持するための流量については、利水の現況、動植物の保護等を考慮して、4 月から 11 月は概ね 0.08m3/s、12 月か

ら 3 月は概ね 0.06m3/s とする。 

 

 

(3) 貝ノ川川水系河川整備計画（案）の概要 

河川水の利用の現況と動植物の保護等を考慮して、流水の正常な機能の維持を図るため、春遠ダムから貯留水を放流し、必要な河川水量を確保する。 

大月町において、毎年のように発生する水道の渇水被害を解消するため、春遠ダムの貯留水を取水することで、水道の取水源に充てる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－2.5.2 流水の正常な機能を維持するための流量（春遠学橋地点） 

期  間 流 量（m3/s） 

かんがい期 4 月 1 日～9 月 21 日 0.061 

しろかき期 4 月 11 日～4 月 30 日 0.077 

非かんがい期 

9 月 22 日～9 月 30 日 0.061 

10 月 1 日～11 月 30 日 0.076 

12 月 1 日～3 月 31 日 0.061 
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3.検証対象ダムの概要 

事   項 内   容 備   考 

3.1 春遠ダムの目的等 
 
(1) 目 的  

① 洪水調節 

春遠ダムの建設される地点における計画高水流量 30m3/s のうち 27m3/s の洪水調節を行う。 

② 流水の正常な機能の維持 

下流既得用水の補給等、流水の正常な機能の維持と増進を図る。  

③ 水 道 

大月町に対し、新たに 660m3/日（0.0076m3/s）の水道用水を供給する。 

 
(2) 位 置 

二級水系二級河川 貝ノ川川水系家ノ谷川 

左岸：高知県幡多郡大月町春遠地先 

右岸：同 上 

 
(3) 規模及び型式 

① 規 模 

堤高 33.0m 

② 型 式 

重力式コンクリ－トダム  

 

 (4) 貯水容量配分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 事業費 

総事業費 66 億円 

 

(6) 工 期 

 平成 6 年度から平成 30 年代前半予定 

 

 

図－3.1.1 春遠ダム容量配分図 

ダム天端標高　EL.216.0

HWL　EL.214.4

洪水調節容量　    460,000 m3

SWL　EL.211.9

堆砂容量           40,000 m3

有効貯水容量

730,000 m3

基礎標高　EL.183.00

LWL　EL.194.7

ダム高
　33.0 m

利水容量　      　270,000 m3

NWL　EL.204.2

総貯水容量

770,000 m3

堆砂容量

40,000 m3

  新規水道　　 　　90,000 m3

  不特定容量      180,000 m3
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3.検証対象ダムの概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－3.1.2 春遠ダム計画概要図 

四万十市

貝ノ川川水系 家ノ谷川 
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3.検証対象ダムの概要 

 

図－3.1.3 春遠ダム四面図 



 －23－

3.検証対象ダムの概要 

事   項 内   容 備   考 

3.2 春遠ダム事業の 

経緯 

 

年 度 内 容 

平成 5 年度 予備調査着手 

平成 6 年度 建設事業着手 

平成 6～12 年度 諸調査 

平成 13～15 年度 用地買収、付替町道、工事用道路、諸調査 

平成 16～22 年度 付替町道、残土処理場、諸調査 
 

 

3.3 春遠ダム事業の 

現在の進捗状況 

 
(1) 用地買収 

総面積 17.6ha 取得済面積 16.1ha（取得率 92％） 

 

(2) 付替道路整備 

付替延長：1,570ｍ 実施済み延長：1,170m 進捗率 75%（一部暫定） 

 

(3) 工事用道路 

880ｍ 進捗率 100％（一部暫定） 

 

(4) 予算執行状況 

平成 22 年度末執行額 1,834 百万円  

平成 22 年度金額 21 百万円  

平成 23 年度当初 21 百万円  

平成 23 年度以降 4,766 百万円  

進捗率：28％（平成 22 年度末時点） 
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4.春遠ダム検証に係る検討 

事   項 内   容 備   考 

4.1 検証対象ダム事業

等の点検 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 総事業費および工期 

【現計画】 

春遠ダムの総事業費は平成 20 年度に実施した公共事業再評価に際して、これまでの計画・設計等を反映し事業費改定を実施した結果、総事業費 66 億円とし

ている。 

【点検方法】 

平成 22 年度末時点における総事業費及び工期について、実施済み額を考慮し、残事業の工程や数量等について検討した。 

【点検結果】 

平成 20 年度の見直し以降、計画・設計等の変更はなく、残事業の工程や数量等の点検の結果、現計画の総事業費及び工期は妥当であると判断する。 

建設に要する費用の概算額：66 億円 工期：平成 6 年度～平成 32 年度 

 

(2) 計画堆砂量 

現計画の計画比堆砂量は、類似地質（四万十帯）に位置し、貯水池状況の類似した他ダムの確率比堆砂量の平均値と近傍ダム（中筋川ダム）の計画堆砂量を

もとに 260m3/km2/年と設定した。 

検証では、既往計画の計画堆砂量の決定根拠とした伊尾木川ダムと山財ダムの近年の実績堆砂量データを加えて確率比堆砂量の再計算を行った。結果、それ

ぞれのダムの確率比堆砂流量は、伊尾木川ダム 230m3/km2/年、山財ダム 151m3/km2/年となり、いずれの場合も当ダムの現計画堆砂量である 260m3/km2/年を下回る

結果となった。また、当ダム近傍に位置する津賀・初瀬ダム、山財ダム、中筋川ダム及び坂本ダムの実績比堆砂量の最大値は 213m3/km2/年であり、現計画堆砂

量以内であることを確認した。このことから現行の堆砂計画は妥当であると判断した。 

 

 

(3) 計画規模および近年の洪水実績 

貝ノ川川（春遠ダム）の計画規模（治水安全度）は、流域重要度の評価指標から 1/30 と設定しているが、”河川砂防技術基準における指標”、および”県内

他河川とのバランス”について検証した結果、計画規模 1/30 は妥当と判断した。 

現計画での対象洪水の基礎となる計画雨量は、昭和 47 年～平成 17 年までの 34 年間の雨量資料により算定されており、24 時間雨量データは最大 520mm であり、

1/30 確率の計画雨量は、414.8mm となっている。 

平成 18 年から平成 22 年までの雨量資料を追加し、再計算を行った結果、1/30 確率の確率雨量は、403.8mm であり、現計画の雨量を下回っている。 

また、平成 18 年から平成 22 年までの貝ノ川川流域で 100mm/24hr 以上の降雨を追加し、基本高水、計画高水流量、治水容量について検証した結果、現計画に

変更を生じるような降雨が発生していないことを確認した。 

 

(4) 既得水利 

春遠ダムの補給対象となる既得用水としては、農業用水として約 36ha の農地のうち、約 28ha を対象にした慣行水利があり、計画策定時から農地面積および

利用形態に大きな変化はないことを現地調査により確認した。 
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4.春遠ダム検証に係る検討 

事   項 内   容 備   考 

4.1 検証対象ダム事業

等の点検 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 新規利水 

1)利水参画者に対する確認 

検討主体である県は、利水参画者に対し、ダム事業参画継続の意思があるか、開発量として何 m3/日が必要か、また、利水参画者において水需給計画の点検・

確認を行うよう要請した。 

水道事業者である大月町から、ダム事業参画の継続の意思を受け、開発量 660m3/日を必要とすることを確認した。 

 

2)開発量の妥当性確認 

現計画では、平成 27 年度時点の計画給水人口 1,460 人に対して計画 1 日最大給水量 598m3/日と設定し、新規開発量としては水路損失 10％を見込んだ 660m3/

日と設定している。 

今回は、計画年次を平成 32 年度時点とし、未給水エリアなどを含めて大月町内の簡易水道給水実態等を再検証した結果、給水人口 1,700 人に対して計画 1 日

最大給水量 600m3/日となり、新規開発量は水路損失 10％を見込んで 660m3/日となった。 

よって、現計画から変更がないことを確認した。 

 

3)大月町水道事業の概要 

大月町の水道事業は、１１の簡易水道事業と１の飲料水供給施設の計１２水道事業が各集落単位で設置されているが、町の地質特性上地下水が乏しいため主

な水源は表流水、伏流水に依存しており、渇水時期においては水量が減少し取水困難となる等、脆弱な水源となっている。そのため、町では断水や取水制限が

頻繁に発生し住民生活への影響が大きい。 

各地区の簡易水道施設は概ね３０年を経過し、施設の老朽化が進んでおり、第６次大月町総合振興計画では平成 32 年までに、簡易水道施設を一元化した運営

管理を行っていく計画を立て、根本的な水不足の解消を図るため、春遠ダムを建設するとしている。 

 

(6) 近年の流況 

現計画の利水計画は、昭和 55 年～平成 11 年までの 20 年間の流況を対象に利水容量 270,000m3を設定している。 

今回は、平成 12 年から平成 21 年までのデータを追加し利水容量を検証した結果、現計画の利水容量 270,000m3に変更がないことを確認した。 

また、春遠学橋地点（利水基準点）における流況が現計画と同様な値をしめしていることも確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 －26－

4.春遠ダム検証に係る検討 

事   項 内   容 備   考 

4.2 治水対策案の検討 

 

 

(1) 複数の対策案の立案 

提唱されている治水対策案に対して、貝ノ川川において適用することができる対策を立案する。 

物理的に適用が不可能な案、治水安全度向上に寄与しない案については適用外とする。 

 

 

(2) 概略評価による対策案の抽出 

 

貝ノ川川の特性および治水の現状は以下の通りである。 

 ・洪水防御の対象区間は、貝ノ川地区、藤ノ川地区、春遠地区の 3 地区であり、掘込河道を呈する。 

 ・沿川は、流域の基幹産業である農地（主に水田）が存在する。 

 ・貝ノ川川における計画規模は、流域重要度の評価指標から 1/30 年確率として対策案を評価する。 

 ・貝ノ川地区については、災害関連事業において河川改修が実施されており、その治水安全度は約 1/20 年確率である。 

  (春遠ダム建設後の計画高水流量で河川改修を実施している) 

 ・藤ノ川地区、春遠地区については、計画的な河川整備が実施されておらず、その治水安全度は藤ノ川地区約 1/5 年確率、春遠地区で約 1/2 年確率である。 

 

以下に選定しない条件を示す。 

 ① 制度上、技術上の観点から極めて実現性が低いと考えられる案 

② 治水上の効果が極めて小さいと考えられる案 

③ コストが極めて高いと考えられる案 

④ 複数の類似案（河道改修のバリエーションなど）のうち、明らかに優位性が低い案 

⑤ その他の理由から、貝ノ川川に適合しない案 
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4.春遠ダム検証に係る検討 

 

表－4.2.1 治水対策案の概要 
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4.春遠ダム検証に係る検討 

事   項 内   容 備   考 

4.2 治水対策案の検討  

表－4.2.2(1) 貝ノ川川における治水対策案および概略評価による対策案の抽出一覧表 １／２ 

 

 

 

【一次選定の評価項目】 

物理的に適用が不可能な案、治水安全度向上に寄与しない案につい 

ては適用外とする。 

評価の説明
適用の
可否

評価の説明
抽出しない

理由
抽出の
要否

1 ダム
現計画であり、上流部にダムを建設し、洪水を調節しピ－ク流量の低減を図
る。

○ 現在実施中の事業であり、現評価段階で実施の可能性を否定する要素はない。 － ○

2
ダムの有効活用
（ダム再開発・再編等）

流域内に既設ダムは存在しない。 × － － －

3 遊水地（調節池） 貝ノ川地区の氾濫原に遊水地建設の適地は存在することから適用可能である。 ○
技術的に実施可能であり、概略評価段階では他案と比較して明らかに不利とな
るとは判断できないため、具体的な検討を実施する。

－ ○

4 放水路（捷水路）
山間部のトンネル河川の建設は適用可能である。
各河川改修区間のバイパス、上流から海に放流するトンネル河川も適用可能で
ある。

○
技術的に実施可能であり、概略評価段階では他案と比較して明らかに不利とな
るとは判断できないため、具体的な検討を実施する。

－ ○

5 河道の掘削 計画高水流量に対する流下能力となるように既改修河道の河床を掘削する。 ○
河道の掘削のみで計画高水流量に対する流下能力を確保することは、縦断計画
上困難と判断される。

④ ⑤ ×

6 引堤
計画高水流量に対する流下能力となるように引堤を実施する。用地買収等コス
ト等の観点から合理的な河道改修とするため、局所的には河道の掘削、堤防の
かさ上げを併用する。

○
技術的に実施可能であり、概略評価段階では他案と比較して明らかに不利とな
るとは判断できないため、具体的な検討を実施する。

－ ○

7
堤防のかさ上げ
（モバイルレビ－含む）

計画高水流量に対する流下能力となるように堤防のかさ上げを実施する。
○

他の河道改修案に対して、被害ポテンシャルが増大し、また内水対策の強化も
必要となり河川改修として望ましい対策ではない。
局所的に流下能力が不足している河川には有効であると考えられるが、流下能
力が不足する区間が長く適用が難しい。

④ ⑤ ×

8 河道内の樹木の伐採 流下能力を阻害するような樹木群はなく適用できない。 × － － －

9 決壊しない堤防 現堤防に遮水や増強を施し、決壊しない堤防とすることで適用可能である。 ○
現況断面では計画高水流量に対して流下能力が確保できないことから、河道改
修を行ったうえで、決壊しない堤防とすることになるが、技術的に安全性は担
保されていない。

① ⑤ ×

10 決壊しづらい堤防 現堤防に遮水や増強を施し、決壊しづらい堤防とすることで適用可能である。 ○
現況断面では計画高水流量に対して流下能力が確保できないことから、河道改
修を行ったうえで、決壊しない堤防とすることになるが、技術的に安全性は担
保されていない。

① ⑤ ×

11 高規格堤防 堤防を拡幅して高規格堤防とする。 ○
山間地における河川沿いの平地には基幹産業である農地が存在し、堤防幅を広
くするなど、この土地利用を改変するような高規格堤防建設は地域への影響が
大きい。

⑤ ×

12 排水機場
堤防のかさ上げを実施したうえで、内水対策として排水機場等が必要となる場
合がある。

○ 排水機場だけでは、現計画における同程度の目標安全度が確保できない。 ④ ⑤ ×

対策案の種別

一次選定 二次選定

【二次選定の評価項目】 
① 制度上、技術上の観点から極めて実現性が低いと考えられる案 
② 治水上の効果が極めて小さいと考えられる案 
③ コストが極めて高いと考えられる案 
④ 複数の類似案（河道改修のバリエーションなど）のうち、明らかに優位性が低い案 
⑤ その他の理由から、貝ノ川川に適合しない案 
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表－4.2.2(2) 貝ノ川川における治水対策案および概略評価による対策案の抽出一覧表 ２／２ 

 

 

 

 

【二次選定の評価項目】 
① 制度上、技術上の観点から極めて実現性が低いと考えられる案 
② 治水上の効果が極めて小さいと考えられる案 
③ コストが極めて高いと考えられる案 
④ 複数の類似案（河道改修のバリエーションなど）のうち、明らかに優位性が低い案 
⑤ その他の理由から、貝ノ川川に適合しない案 

【一次選定の評価項目】 

物理的に適用が不可能な案、治水安全度向上に寄与しない案につい 

ては適用外とする。 

評価の説明
適用の
可否

評価の説明
抽出しない

理由
抽出の
要否

13 雨水貯留施設 家屋、学校等の公共施設に雨水貯留施設を設けて洪水流出の抑制を図る。 ○
雨水貯留施設の設置箇所は下流部に集中しており、中・上流部に対する洪水流
出の抑制効果はない。対象洪水に対する洪水流出の抑制効果はほとんどないと
判断される。

② ×

14 雨水浸透施設 道路等の舗装箇所を浸透整舗装とし洪水流出の抑制を図る。 ○
雨水浸透対策箇所は下流部に集中しており、中・上流部への効果はない。下流
部においても対策箇所は限られており、対象洪水に対する洪水流出の抑制効果
はほとんどないと判断される。

② ×

15 遊水機能を有する土地の保全
流域及び河川沿いに、自然の洪水調節機能を有する低湿地・湖沼等は存在しな
い。

× － － －

16 部分的に低い堤防の存置 低い堤防からの越流水を遊水する場所は存在しないので適用できない。 × － － －

17 霞堤の存置 霞堤は存在しないので適用できない。 × － － －

18 輪中堤 氾濫源区域内の家屋・宅地を対象として、輪中堤を構築する。 ○
技術的に実施可能であり、概略評価段階では他案と比較して明らかに不利とな
るとは判断できないため、具体的な検討を実施する。

－ ○

19 二線堤 氾濫源である平地は、山間地における河川沿いに、二線堤を構築する。 ○
二線堤の施工延長は輪中堤以上となることは明らかなため、コスト的にも輪中
堤よりも不利となることから抽出を行わない。

④⑤ ×

20 樹林帯等
氾濫源である平地は、山間地における河川沿いに狭隘に存在し樹林帯の構築は
困難である。また被害緩和策であり、治水安全度の向上に寄与しない。

× － － －

21 宅地の嵩上げ・ピロティ建築 氾濫区域内の宅地・家屋を対象に、宅地かさ上げ、ピロティ建築とする。 ○
宅地や家屋等の被害は軽減できるが、農地等への被害は軽減できず、対策とし
て不十分である。また、補助制度等も確立されておらず、地域住民との合意形
成は不可能と判断される。

⑤ ×

22 土地利用規制 当流域の治水安全度の向上には寄与しない。 × － － －

23 水田等の保全 氾濫区域上流部の水田を保全する。 ○
水田の保全は現況の土地利用として、流出解析に反映されている。畦畔のかさ
上げによる貯留効果で流出の低減は考えられるがピークカットはできない。

② ×

24 森林の保全 氾濫区域上流部の森林等を優良な森林に誘導する。 ○
流域内には荒廃した森林は少なく、対象洪水に対する流出抑制効果は小さいと
判断される。また定量的評価は現状では困難である。

② ×

25 洪水の予測・情報の提供等
治水安全度の向上に寄与しない。人的被害は軽減できるが、家屋・農地等への
被害は軽減できない。将来的にはその構築を推進していく必要はある。

× － － －

26 水害保険等
被害に対する補償であり治水安全度の向上に寄与しない。浸水被害による優良
農地の被害は住民生活に係わるものであり、単に金銭的に解決できるものでは
ない。また現状で公的な制度はない。

× － － －

 一次選定 二次選定

対策案の種別



 －30－

放水路

春　遠 39.3

藤ノ川 25.9

貝 ノ川 0

放水路

春　遠
60.8

(河道改修
込み）

藤ノ川 28.2

貝 ノ川 22.7

0.2

遊水地

6.2

×
(適地なし）

00

輪中堤

0

春遠ダムあり
地　区

11.6

引　堤
適　用

・各地区単独で
は、引堤が安価。
・遊水地は貝ノ川
地区以外適地な
し。

5.4

×
(適地なし）

地　区
春遠ダムなし

適　用
遊水地 輪中堤 引　堤

×
(適地なし）

18.7 32.5
・各地区単独で
は、春遠・藤ノ川
地区では輪中堤、
貝ノ川地区では引
堤が安価。

×
(適地なし）

5.4 12.3

14.1 26.2 13.1

4.2 治水対策案の検討 

 

 

 

(3) 複合案の立案および抽出 

概略評価により抽出された 5 つの案を組み合わせて、単独案および複合案を作成する。 

複合案については、図-4.2.1 に示す 15 通りの組合せが考えられる。組合せ案抽出の基本的考え方は以下の２点とする。 

(1) 洪水調節施設単独案は抽出する。 

(2) コストを重視して、組合せを抽出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記の基本 15 案が考えられるが、放水路、洪水調節施設との組合せとしては、コスト的に有利である輪中堤案を採用することとし、合計 9 案を抽出した。 

 

 

 

 

 

 ：選定 

：非選定 
図-4.2.1 治水対策案（単独案・複合案）の選定 

表-4.2.3 各治水対策案地区別概算事業費 （単位：億円） 

ダ ム 単 独

遊水地 単 独

放水路

引 堤

放水路 単 独

引 堤

遊水地

放水路

引 堤

単 独

引 堤

輪中堤

単 独

引 堤

輪中堤

輪中堤

輪中堤
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表－4.2.4 貝ノ川川における治水対策案の複合案の立案および抽出一覧表 

番号 
対策案 

の種別 
単独案・複合案 概要説明 比 較評 価 抽出の要否

1 

ダム 

【単独案】 

春遠ダム 

春遠ダム単独で貝ノ川川上流から河口までの最低規模

の流下能力まで流量低減する洪水調節を行う。 

現計画のダムサイト地点で、洪水を全量カットしても、中下流河川の流下能力を満足せず、目標の治水安全

度を達成できない。 

上流、中流、下流は、河川の流下能力に差があり、単独ダムで洪水を全量カットしても治水安全度に不整合

が生じる。 

× 

2 
【複合案】 

春遠ダム＋引堤 

現計画である。貝ノ川地区の河道改修区間の流下能力

まで流量低減する洪水調節を行い、なお流下能力が不足

する区間は引堤による河道改修を行う。 

現計画である。 

春遠ダム単独案と比較して、引堤を実施することによるコスト増よりも、ダム規模が縮小することによるコ

スト減の方が大きいため、単独案より明らかに有利である。 

目標の治水安全度が上下流区間で均等に確保される。 

○ 

3 

遊水地 

【単独案】 

遊水地（春遠地区） 

遊水地単独で貝ノ川川上流から河口までの最低規模の

流下能力まで流量低減する洪水調節を行う。 

ダム単独の治水容量と同程度の貯水能力が必要となる。 

仮に現計画（春遠ダム）の治水容量 460,000m3 を確保するためには、遊水地の深さを 2m と想定すると

23ha の用地が必要となるが、春遠地区の平地面積約 28ha(＝想定氾濫区域)、農地面積が約 21ha であるた

め、平地の大半を買収するうえ、全農地の買収を行うこととなり、地域社会への影響が大きいことから抽

出しない。 

× 

4 
【複合案】 

遊水地（貝ノ川地区）＋輪中堤 

貝ノ川地区の既河道改修区間の流下能力まで流量低減

する洪水調節を行い、流下能力が不足する上流区間は輪

中堤による集落の洪水防御を行う。 

遊水地単独案より貯水池の規模が小さくなり、実現性が高い複合案を抽出する。また、遊水地の建設には新

たな用地確保が必要となる。現況河道の改良として春遠、藤ノ川地区に引堤を伴う。 
○ 

5 

放水路 

【単独案】 

放水路案(主要地区毎に設置) 

春遠、藤ノ川、貝ノ川の各地区における最低規模の流

下能力まで流量低減する流量分派を行う。（各地区に放水

路） 

トンネルの内空断面積は、15m2～25m2で、総延長は約 5km であり、複合案に対し事業延長は約 3.6 倍と

なり明らかに事業費は高価となり抽出しない。 
× 

6 
【複合案】 

放水路(貝ノ川)＋輪中堤 

貝ノ川地区における最低規模の流下能力まで流量低減

する流量分派を行う。流下能力が不足する上流区間は輪

中堤による集落の洪水防御を行う。 

放水路複合案 2案の中で、コスト的に有利となることから抽出する。 

・放水路延長 L=1.3km 
○ 

7 

輪中堤 

【単独案】 

輪中堤(主要地区毎に設置) 

春遠、藤ノ川、貝ノ川の各地区の氾濫源内の集落に建

設する。 
貝ノ川地区の輪中堤は広範囲を対象としており、複合案よりコスト高であることから抽出しない。 × 

8 
【複合案】 

輪中堤(春遠,藤ノ川)＋引堤(貝ノ川) 

春遠、藤ノ川の地区は輪中堤、貝ノ川地区は河道改修

とする。 

貝ノ川地区は、災害関連事業で河道改修が実施されているため、既改修区間を嵩上げ、未改修

区間を引堤とすることで、単独案よりコスト的に有利となることから抽出する。 
○ 

9 
【単独案】 

引 堤 

計画高水流量を安全に流下させる流下能力を確保する

ため引堤による河道改修を行う。 
洪水調節施設がなく、洪水流量を低減しない案として抽出する。 ○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

抽出案： ① 春遠ダム（＋引堤） ② 遊水地（＋輪中堤） ③ 放水路（＋輪中堤） ④ 輪中堤（＋引堤） ⑤引 堤 
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事   項 内   容 備   考 

4.3 治水対策案の評価   

 

(1) 治水対策案に対する評価 

表－4.3.1(1) 貝ノ川川の治水対策案に対する評価一覧表 １／２ 

河川整備計画レベルの目標に対して安全を確
保できるか

・各案とも河川整備計画の目標である1/30の治水安全度の確保が可能である。
○ ○ ○ ○ ○

目標を上回る洪水等が発生した場合にどのよ
うな状況となるか

・計画高水流量を上回る規模の洪水では、各対策案とも氾濫することになり差異はない。
○ ○ ○ ○ ○

段階的にどのように安全度が確保されていく
のか

・春遠ダム案については今後、概ね10年間で所定の効果を発揮する。遊水地+輪中堤案、放
水路+輪中堤案及び輪中堤+引堤案については、春遠ダムの事業予算規模で推移した場合にお
いても今後10年間で効果を発揮しない。引堤は事業の進捗に伴い徐々に効果を発現するが、
10年間では目標に達しない。 ◎ △ △ △ ○

どの範囲でどのような効果が確保されていく
のか

・輪中堤を除く、各案ともに貝ノ川川の3地区を洪水防御区域を対象としている。計画洪水
に対しては、範囲、効果ともに各案で差異はない。輪中堤を含む案は、藤ノ川・春遠地区の
農地の浸水が回避できない。 ○ △ △ △ ○

◎ △ △ △ ○

完成までに要する費用(治水分）はどのくらい
か ・春遠ダム案が安価である。次に安価なのが輪中堤案であるがほとんど差はない。 ○ ○ △ ○ △

維持管理に要する費用はどのくらいか
・引堤案が安価、最も高額なのは放水路案である。 ○ ○ △ ○ ◎

その他の費用（ダム中止に伴って発生する費
用はどのくらいか）

・春遠ダムは付替道路工事が施工途中であり、春遠ダムの中止が前提となる他案は施工途中
の完成が必要であるが金額的に小さい。

－ ○ ○ ○ ○

○ ○ △ ○ ○

土地所有者の協力の見通しはどうか ・春遠ダム案は既に同意は得られているが、他案は新たな同意が必要となる。
・特に輪中堤を含む案は広範囲の用地買収が必要となる。

◎ △ △ △ ○

その他の関係者等との調整の見通しはどうか ・各案とも農業関係者の同意が必要となるが、春遠ダム案については調整が進んでおり、事
業が進捗している。その他の案は今後調整が必要となる。

◎ △ △ △ ○

法制度上の観点から実現の見通しはどうか ・各案とも法制度からの制約など問題は特にない。
○ ○ ○ ○ ○

技術上の観点からの実現性の見通しはどうか ・放水路については、地形・地質等が不明であり技術的問題が発生する可能性はある。その
他の対策案については技術的問題はない。 ○ ○ △ ○ ○

◎ △ △ △ ○

持
続
性

将来にわたって持続可能といえるか ・各案とも適切な維持管理により将来にわたって持続可能である。

○ ○ ○ ○ ○

柔
軟
性

地球温暖化に伴う社会環境の変化など、将来
の不確実性に対する柔軟性はどうか

・治水効果を高めるためには、基本的に各案とも規模の拡大が必要となるが、春遠ダム案
は、放流設備の改造、ダム嵩上げなど用地内での対応が可能である。
・河道改修案・遊水地案、輪中堤案は新たな用地買収が必要で、放水路案は流下能力増大対
策は容易ではない。

◎ ○ △ ○ ○

【評価の説明】

◎：他案と比較して特に優れている。　　○：他案と比較して平均的。　　△：他案と比較して劣っている。　※優劣の差が僅かなものについては同評価とする。コストの評価はトータルコストの比較とする。

実
現
性

実現性の評価

貝ノ川川の治水対策に対する評価の説明

安
全
度

安全度の評価

③放水路（貝ノ川）
＋

輪中堤(春遠,藤ノ川)

④輪中堤(春遠,藤ノ川)
＋

引堤(貝ノ川)

コ
ス
ト

コストの評価

①春遠ダム＋引堤
②遊水地（貝ノ川）

＋
輪中堤(春遠,藤ノ川)

評
価
軸

評価の考え方

各対策案の評価

⑤引　堤
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4.春遠ダム検証に係る検討 

事   項 内   容 備   考 

4.3 治水対策案の評価   

(2) 治水対策案の総合的な評価 

以下の理由により貝ノ川川における最適な治水対策案は春遠ダム案と判断する。 

① 安全度、コスト、実現性等、春遠ダム案が最も有利である。 

② その他の評価軸においても、他案と比較して劣っているものはない。 

 

表－4.3.1(2) 貝ノ川川の治水対策案に対する評価一覧表 ２／２ 

事業地及びその周辺への影響はどの程度か ・春遠ダム案は、地域の生活・産業などに与える影響は少ない。
・放水路は地下構造であり地下水の低下などの影響対策が必要になる可能性はある。
・輪中堤を含む案は農地を広範囲に買収することとなり、影響は他案に比べて大きい。 ◎ △ △ △ ○

地域振興に対してどのような効果があるか ・各案とも、洪水氾濫を抑制することにより、地域経済に寄与するが、輪中堤を含む案
は農業の振興には寄与しない。
・春遠ダム案は湖面利用、ダム湖の周辺整備による地域振興の可能性を持つ。

◎ △ △ △ ○

地域間の利害の衡平への配慮はなされてい
るか

・春遠ダム案は地域間で合意形成が図られているが、衡平性への配慮という点では差異
はない。 ○ ○ ○ ○ ○

◎ △ △ △ ○

水環境に対してどのような影響があるか ・放水路案については洪水をバイパスするものであり、バイパス区間の河道においてク
レンジング効果の減少など、従前の河川環境に影響を与える。 ○ ○ △ ○ ○

生物の多様性の確保及び流域の自然環境全
体にどのような影響があるか

・各案の中で大差はないと判断されるが、放水路案については、従前の河川環境に影響
を与える可能性はある。 ○ ○ △ ○ ○

土砂流動がどう変化し、下流河川・海岸に
どのように影響するか

・春遠ダム案は上流域の発生土砂を貯留するための影響が考えられる。
・遊水地、放水路、引堤案、輪中提案は、基本的に土砂を貯留させないため、土砂供給
への影響はほとんどないものと考えられる。 △ ○ ○ ○ ○

景観、人と自然との豊かな触れ合いにどの
ように影響するか

・各案とも施設が完成しても、現状に対して景観、人と自然との豊かなふれあいに対す
る影響はないが、春遠ダム案は湖面による水とのふれあい空間が新たに形成される。 ◎ ○ ○ ○ ○

その他 ・各案とも以上の項目に加えて特筆される環境影響は特にない
－ － － － －

○ ○ △ ○ ○

【評価の説明】

◎：他案と比較して特に優れている。　　○：他案と比較して平均的。　　△：他案と比較して劣っている。　※優劣の差が僅かなものについては同評価とする。

貝ノ川川の治水対策に対する評価の説明 ②輪中堤(春遠,藤ノ川)
＋

遊水地（貝ノ川）

③輪中堤(春遠,藤ノ川)
＋

放水路（貝ノ川）

④輪中堤(春遠,藤ノ川)
＋

引堤(貝ノ川)

評
価
軸

評価の考え方

各対策案の評価

⑤引　堤①春遠ダム＋引堤

環
境
へ
の
影
響

地
域
社
会
へ
の
影
響
の
評
価

地域社会への影響の評価

環境への影響の評価
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4.春遠ダム検証に係る検討 

事   項 内   容 備   考 

4.4 新規利水対策案の

検討 

 

 

(1) 複数の対策案の立案 

提唱されている新規利水対策案に対して、貝ノ川川において適用することが考えられる対策を立案する。 

ただし、物理的に適用が不可能な案、新規利水(水道)の開発が不可能な案については適用外とする。 

 

 

(2) 概略評価による対策案の抽出 

 

概略評価における目標は、以下に示す通りである。 

・計画 1 日最大給水量 660m3/日を確保できる施設であること。 

 

 以下に選定しない条件を示す。 

① 制度上、技術上の観点から極めて実現性が低いと考えられる案  

② 新規利水対策案としての効果が極めて小さく、現計画における目標と同程度の機能を確保できないと考えられる案（ダムと同等の効果が見込めない案） 

③ コストが極めて高いと考えられる案  

④ 現時点で効果や施設規模が不明確な案については棄却する。  

⑤ 複数の類似案については、優位性が高い案に絞り込む。  

⑥ 基本的に、既得水利の安全度低下、河川流況の悪化に繋がる対策は選定しない。 

⑦ その他の理由から、貝ノ川川に適合しない案。 
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4.春遠ダム検証に係る検討 

 

表－4.4.1 新規利水対策案の概要 

 

対策案の種別 対策案の説明 

1 ダム 

ダムは、河川を横過して専ら流水を貯留する目的で築造される構造物である。多目的ダムの場合、河川管理者が建設するダムに権原を持つことにより、水源とする方策

である。また、利水単独ダムの場合、利水者が許可工作物として自らダムを建設し、水源とする方策である。取水可能地点は、導水路の新設を前提としない場合には、

ダム下流である。 

2 河口堰 
河口堰は、河川の最下流部に堰を設置することにより、淡水を貯留し、水源とする方策である。取水可能地点は、導水路の新設を前提としない場合には、湛水区域であ

る。 

3 湖沼開発 
湖沼開発は、湖沼の流出部に堰等を設け、湖沼水位の計画的な調節を行って貯水池としての役割を持たせ、水源とする方策である。取水可能地点は、導水路の新設を前

提としない場合には、湖沼地点下流である。 

4 流況調整河川 
流況調整河川は、流況の異なる複数の河川を連絡することで、時期に応じて、水量に余裕のある河川から不足している河川に水を移動させることにより、水の有効活用

を図り、水源とする方策である。取水可能地点は、導水路の新設を前提としない場合には、接続先地点下流である。 

5 河道外貯留施設 
河道外貯留施設（貯水池）は、河道外に貯水池を設け、河川の流水を導水し、貯留することで水源とする方策である。取水可能地点は、導水路の新設を前提としない場

合には、施設の下流である。 

6 ダム再開発（かさ上げ・掘削） 
ダム再開発は、既存のダムをかさ上げあるいは掘削することで利水容量を確保し、水源とする方策である。取水可能地点は、導水路の新設を前提としない場合には、ダ

ム下流である。 

7 他用途ダム容量の買い上げ 
他用途ダム容量の買い上げは、既存のダムの他の用途のダム容量を買い上げて新規利水のための容量とすることで、水源とする方策である。取水可能地点は、導水路の

新設を前提としない場合には、ダム下流である。 

8 水系間導水 水系間導水は、水量に余裕のある他水系から導水することで水源とする方策である。取水可能地点は、導水路の新設を前提としない場合には、導水先位置下流である。

9 地下水取水 
地下水取水は、伏流水や河川水に影響を与えないよう配慮しつつ、井戸の新設等により、水源とする方策である。取水可能地点は、導水路の新設を前提としない場合に

は、井戸の場所であり、取水の可否は場所による。 

10 ため池（取水後の貯留施設を含む） 
ため池（取後の貯留施設を含む。）は、主に雨水や地区内流水を貯留するため池を設置することで水源とする方策である。取水可能地点は、導水路の新設を前提としな

い場合には、施設の下流である。 

11 海水淡水化 海水淡水化は、海水を淡水化する施設を設置し、水源とする方策である。取水可能地点は、導水路の新設を前提としない場合には、海沿いである。 

12 水源林の保全 
水源林の保全は、主にその土壌の働きにより、雨水を地中に浸透させ、ゆっくりと流出させるという水源林の持つ機能を保全し、河川流況の安定化を期待する方策であ

る。取水可能地点は、導水路の新設を前提としない場合には、水源林の下流である。 

13 ダム使用権等の振替 
ダム使用権等の振替は、需要が発生しておらず、水利権が付与されていないダム使用権等を必要な者に振り替える方策である。取水可能地点は、導水路の新設を前提と

しない場合には、振替元水源ダムの下流である。 

14 既得水利の合理化・転用 
既得水利の合理化・転用は、用水路の漏水対策、取水施設の改良等による用水の使用量の削減、農地面積の減少、産業構造の変革等に伴う需要減分を、他の必要とする

用途に転用する方策である。取水可能地点は、導水路の新設を前提としない場合には、転用元水源の下流である。 

15 渇水調整の強化 渇水調整の強化は、渇水調整協議会の機能を強化し、渇水時に被害を最小とするような取水制限を行う方策である。 

16 節水対策 節水対策は、節水コマなど節水機器の普及、節水運動の推進、工場における回収率の向上等により、水需要の抑制を図る方策である。 

17 雨水・中水利用 雨水・中水利用は、雨水利用の推進、中水利用施設の整備、下水処理水利用の推進により、河川水・地下水を水源とする水需要の抑制を図る方策である。 
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4.春遠ダム検証に係る検討 

事   項 内   容 備   考 

4.4 新規利水対策案の

検討 

 

 

 

表－4.4.2(1) 貝ノ川川における新規利水対策案および概略評価による対策案の抽出一覧表 １／２ 

 

 

 

【一次選定の評価項目】 

物理的に適用が不可能な案、利水安全度向上に寄与しない案につい 

ては適用外とする。 

 

【二次選定の評価項目】 

① 制度上、技術上の観点から極めて実現性が低いと考えられる案  

② 新規利水対策案としての効果が極めて小さく、現計画における目標と同程度の機能を確保できないと

考えられる案（ダムと同等の効果が見込めない案）  

③ コストが極めて高いと考えられる案  

④ 現時点で効果や施設規模が不明確な案については棄却する。  

⑤ 複数の類似案については、優位性が高い案に絞り込む。  

⑥ 基本的に、既得水利の安全度低下、河川流況の悪化に繋がる対策は選定しない。 

⑦ その他の理由により、貝ノ川川に適合しない案。 

貝ノ川川における適用の説明
適用の
可否

概略評価の説明
抽出しない

理由
抽出の
要否

1 ダム
共同事業として春遠ダムで新たに660ｍ３/日を開発する。新規開発容量は

90,000ｍ３である。
○ 現在推進中の事業であり、現評価段階で実施の可能性を否定する要素はない。 － ○

2 河口堰 河口堰を設置し、河道内貯留により新規開発する。 ○
一般的には効率的な水資源開発ができるが、河口部には統廃合された農業用水
取水の可動堰が存在し,さらに安定取水するための余地はない。。

② ⑦ ×

3 湖沼開発 流域内に湖沼は存在しないため適用できない。 × － － －

4 流況調整河川 近傍の河川と水路等で連絡し流況調整を行う。 ○
近傍に流水が豊富で、流況調整の可能（流況が期間的に異なる）な河川は存在
しないため適用できない。

② ⑥ ×

5 河道外貯留施設 平地の農地に河道外貯留施設を建設する。 ○
農地を買収し、常時流水を貯留する貯水池を掘込により築造することは,掘削
費用、追加用地買収、漏水対策など明らかにコスト高となる。また平地の農地
面積が少なく河道外貯留施設の用地を確保することは困難である。

③ ⑦ ×

6
ダム再開発
（かさ上げ・掘削）

近接した流域に既設ダム（農林のため池）が存在し、ダム再開発（かさ上げ）
による水資源開発の可能性がある。

○
過去に姫ノ井の代替水源として利用を検討したが、水道基準に適合せず、上水
としての利用はできなかった。目標とする水質の用水は得られないことから適
用しない。

⑦ ×

7 他用途ダム容量の買い上げ 流域内及び近傍の既存ダムの他の用途の容量を買い上げる。 ○
中筋川ダムで開発された他目的の用水があるが、その利用のためには利水者と
の調整が必要であり、中筋川流域外である貝ノ川川にはコスト的に適用が難し
い。

③ ⑦ ×

8 水系間導水 近接する水系から導水する。 ○ 近傍流域に、水量に余裕のある流域は存在しないため適用できない。 ② ⑥ ×

9 地下水取水 揚水場を建設し、地下水を取水する。 ○
現状では、表流水を水源としており地下水の賦存量は把握されていないため、
地下水への依存は現実的でない。また、取水による地下水低下、地盤沈下が推
定される。

② ⑥ ⑦ ×

10
ため池
（取水後の貯留施設含む）

春遠ダムサイトは、用地買収が進んでいるため、同サイトのため池の設置が考
えられる。

○
位置としては春遠ダムサイトが適地であり、堤高も低いことからアースダムが
想定できる。

－ ○

対策案の種別

(1)複数の対策案の立案 (2)概略評価による対策案の抽出
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4.春遠ダム検証に係る検討 

事   項 内   容 備   考 

4.4 新規利水対策案の

検討 

 

 

表－4.4.2(2) 貝ノ川川における新規利水対策案および概略評価による対策案の抽出一覧表 ２／２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 新規利水対策案の組合せ検討 

 「(2) 概略評価による対策案の抽出」で抽出された対策案は、全て単独で新規利水の目標を達成することが可能である。また、地形・用地の土地利用・用地

内の施設の状況などから、施設規模を縮小し組合せることによる規模縮小のコスト減よりも、複数施設となるコスト増が大きくなり、コスト的に単独案と比較

して不利となることは明らかである。 

また、組合せ案では管理する施設が複数となること、施設の環境等に対する影響が複数箇所になることなどからも単独案と比較して不利となる。よって、流水

の新規利水対策については複合案とする優位性は認められないことから、全て単独案とする。 

 

 

 

【一次選定の評価項目】 

物理的に適用が不可能な案、利水安全度向上に寄与しない案につい 

ては適用外とする。 

 

【二次選定の評価項目】 

① 制度上、技術上の観点から極めて実現性が低いと考えられる案  

② 新規利水対策案としての効果が極めて小さく、現計画における目標と同程度の機能を確保できないと

考えられる案（ダムと同等の効果が見込めない案）  

③ コストが極めて高いと考えられる案  

④ 現時点で効果や施設規模が不明確な案については棄却する。  

⑤ 複数の類似案については、優位性が高い案に絞り込む。  

⑥ 基本的に、既得水利の安全度低下、河川流況の悪化に繋がる対策は選定しない。 

⑦ その他の理由により、貝ノ川川に適合しない案。 

抽出案： ① 春遠ダム  ② ため池 

貝ノ川川における適用の説明
適用の
可否

概略評価の説明
抽出しない

理由
抽出の
要否

11 海水淡水化
既得水利及び河川環境への影響が少ない河口部で取水を行い、汽水を淡水化す
る施設を建設する。

○
事業規模が大きく明らかにコストが高くなるため現実的ではない。また、河口
部で取水しても計画給水区域への距離が遠くなり給水は困難である。

③ ×

12 水源林の保全 森林等を優良な森林に誘導し河川流況の安定化を図る。 ○
荒廃した森林は少なく、河川流況安定の効果は小さいと判断される。また定量
的評価は現状では困難である。

② ×

13 ダム使用権等の振替
近傍に所在する中筋川ダムにおいて、水利権が付与されていないダム使用権等
を必要な者に振り替える方策である。

○
中筋川ダムで開発された水利権が決まっていない容量があるが、中筋川流域外
である貝ノ川川にはコスト面で適用が難しい。

③ ⑦ ×

14 既得水利の合理化・転用
既得の農業用水の施設及び取排水システムを合理化することで余剰水を生み出
し、新規利水に転用する。

○
既に統廃合した堰等により、合理化がなされておりこれ以上の高度化は困難で
ある。

② ⑥ ×

15 渇水調整の強化
渇水時の緊急的な対策であり、水源を確保するものではない。定量的な効果は
困難である。

× － － －

16 節水対策
水需要の抑制を図る対策であり、水源を確保するものではない。定量的な効果
は困難である。

× － － －

17 雨水・中水利用 水需要の抑制を図る対策であり、水源を確保するものではない。 × － － －

対策案の種別

(1)複数の対策案の立案 (2)概略評価による対策案の抽出
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4.春遠ダム検証に係る検討 

事   項 内   容 備   考 

4.5 新規利水対策案の

評価 

  (1) 新規利水対策案に対する評価 

表－4.5.1(1) 貝ノ川川の新規利水対策案に対する評価一覧表 １／２ 

利水参画者に対し、開発量として何m3/s必要
かを確認するとともに、その算出が妥当に行
われているかを確認することとしており、そ
の量を確保できるか

・利水参画者の確認はされている。各案とも目標である開発水量（660m
3
/日）の確保が可能

である。
○ ○

段階的にどのように安全度が確保されていく
のか

・春遠ダムの事業予算規模で推移した場合は今後、春遠ダム案は10年間で効果を発揮すると
判断されるが、ため池案は事業費も高く不確定要素がある。 ◎ ○

どの範囲でどのような効果が確保されていく
のか（取水位置別に、取水可能量がどのよう
に確保されるか）

・各案ともダム完成後、ダム地点で取水可能となる。

○ ○

どのような水質の用水が得られるか ・各案とも河川、あるいは湖沼の「生活環境の保全に関する環境基準」に則った水質の水を
供給する。 ○ ○

◎ ○

完成までに要する費用(利水分）はどのくらい
か ・春遠ダム案が安価である。 ◎ ○

維持管理に要する費用はどのくらいか
・各案とも大差ない。 ○ ○

その他の費用（ダム中止に伴って発生する費
用はどのくらいか） ・ため池建設地点は春遠ダム地点であり差異はない。 － －

◎ ○

土地所有者の協力の見通しはどうか ・春遠ダム案については用地買収をほぼ完了している。（ため池案についても同様）。
○ ○

関係する河川使用者の同意の見通しはどうか ・春遠ダム案は、貝ノ川川における農業関係者等と協議済みである。ため池案については新
たな同意が必要であるが特に問題はないと判断される。 ○ ○

発電を目的として事業に参画している者への
影響の程度はどうか。

・各案とも発電事業の参画はない。
－ －

その他の関係者等との調整の見通しはどうか ・各案とも町、県、農業関係者等の同意が必要となる。
○ ○

事業期間はどの程度必要か ・春遠ダム案は10年以内に効果を発現すると考えられるが、ため池案には不確定要素があ
る。 ◎ ○

法制度上の観点から実現性の見通しはどうか ・各案とも法制度からの制約など問題は特にない。
○ ○

技術上の観点から実現性の見通しはどうか ・各案とも技術的問題はない。
○ ○

◎ ○

持
続
性

将来にわたって持続可能といえるか ・各案とも適切な維持管理により将来にわたって持続可能である。

○ ○

【評価の説明】

◎：他案と比較して特に優れている。　○：他案と比較して平均的。　△：他案と比較して劣っている。
※優劣の差が僅かなものについては同評価とする。コストの評価はトータルコストの比較とする。

コ
ス
ト

コストの評価

実
現
性

実現性の評価

貝ノ川川の新規利水対策に対する評価の説明

各対策案の評価

①春遠ダム ②ため池

目
標

目標の評価

評
価
軸

評価の考え方
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4.春遠ダム検証に係る検討 

事   項 内   容 備   考 

4.5 新規利水対策案の

評価 

  

(2) 新規利水対策案の総合的な評価 

以下の理由により貝ノ川川における最適な新規利水対策案は春遠ダム案と判断する。 

① コストは春遠ダム案が有利である。 

② その他の評価軸においては、ため池案と同等である。 

表－4.5.1(2) 貝ノ川川の新規利水対策案に対する評価一覧表 ２／２ 

事業地及びその周辺への影響はどの程度か ・各案とも影響はほとんどないと判断される。（春遠ダムの用地買収は92%済み）
○ ○

地域振興に対してどのような効果があるか ・各案ともに、湖面利用やダム湖の周辺整備による地域振興の事例が多くあることから、地
域振興の一助となることが期待される。 ○ ○

地域間の利害の衡平への配慮はなされている
か

・春遠ダム案は地域間の合意形成が図られている。
・ため池案についても衡平への配慮という点では差異はない。 ○ ○

○ ○

水環境に対してどのような影響があるか ・各案とも水環境に関しては、大きな差異はない。
○ ○

地下水、地盤沈下や地下水の塩水化にどのよ
うな影響があるか

・地下水取水はなく、地盤沈下や地下水塩水化への影響はない。
○ ○

生物の多様性の確保及び流域の自然環境全体
にどのような影響があるか

・各案ともダム湖の規模は異なるものの、影響はほとんどないと判断される。
○ ○

土砂流動がどう変化し、下流河川・海岸にど
のように影響するか

・各案とも上流域の発生土砂を貯留するため差はない。
○ ○

景観、人と自然との豊かな触れ合いにどのよ
うに影響するか

・各案とも、ダム湖の規模は異なるものの、影響はほとんどないと判断される。
○ ○

CO
2
排出負荷はどう変わるか ・各案とも導水等に動力は必要ないため、管理上のCO

2
排出負荷は小さいと考えられる。

○ ○

その他 ・各案とも以上の項目に加えて特筆される環境影響は特にない
－ －

○ ○

【評価の説明】

◎：他案と比較して特に優れている。　　○：他案と比較して平均的。　　△：他案と比較して劣っている。　※優劣の差が僅かなものについては同評価とする。

①春遠ダム ②ため池
貝ノ川川の新規利水対策に対する評価の説明

各対策案の評価

評
価
軸

評価の考え方

地
域
社
会
へ
の
影
響

地域社会への影響の評価

環境への影響の評価

環
境
へ
の
影
響
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4.春遠ダム検証に係る検討 

事   項 内   容 備   考 

4.6 流水の正常な機能

の維持対策案の検

討 

 

 

(1) 複数の対策案の立案 

提唱されている流水の正常な機能の維持対策案に対して、貝ノ川川において適用することが考えられる対策を立案する。 

ただし、物理的に適用が不可能な案、流水の正常な機能の維持（既得水利の安全度確保を含む）に寄与しない案については適用外とする。 

 

 

(2) 概略評価による対策案の抽出 

 

概略評価における目標は、以下に示す通りである。 

・現計画における不特定容量 180,000m3を確保できる施設であること。 

 

 以下に選定しない条件を示す。 

① 制度上、技術上の観点から極めて実現性が低いと考えられる案  

② 流水の正常な機能の維持対策案としての効果が極めて小さく、現計画における目標と同程度の機能を確保できないと考えられる案（ダムと同等の効果が見込め

ない案）  

③ コストが極めて高いと考えられる案  

④ 現時点で効果や施設規模が不明確な案については棄却する。  

⑤ 複数の類似案については、優位性が高い案に絞り込む。  

⑥ 基本的に、既得水利の安全度低下、河川流況の悪化に繋がる対策は選定しない。  

⑦ その他の理由により、貝ノ川川には適合しない案。 
 

 

 



 －41－

 

4.春遠ダム検証に係る検討 

 

表－4.6.1 流水の正常な機能の維持対策案の概要 

対策案の種別 対策案の説 

1 ダム 

ダムは、河川を横過して専ら流水を貯留する目的で築造される構造物である。多目的ダムの場合、河川管理者が建設するダムに権原を持つことにより、水源とする方策

である。また、利水単独ダムの場合、利水者が許可工作物として自らダムを建設し、水源とする方策である。取水可能地点は、導水路の新設を前提としない場合には、

ダム下流である。 

2 河口堰 
河口堰は、河川の最下流部に堰を設置することにより、淡水を貯留し、水源とする方策である。取水可能地点は、導水路の新設を前提としない場合には、湛水区域であ

る。 

3 湖沼開発 
湖沼開発は、湖沼の流出部に堰等を設け、湖沼水位の計画的な調節を行って貯水池としての役割を持たせ、水源とする方策である。取水可能地点は、導水路の新設を前

提としない場合には、湖沼地点下流である。 

4 流況調整河川 
流況調整河川は、流況の異なる複数の河川を連絡することで、時期に応じて、水量に余裕のある河川から不足している河川に水を移動させることにより、水の有効活用

を図り、水源とする方策である。取水可能地点は、導水路の新設を前提としない場合には、接続先地点下流である。 

5 河道外貯留施設 
河道外貯留施設（貯水池）は、河道外に貯水池を設け、河川の流水を導水し、貯留することで水源とする方策である。取水可能地点は、導水路の新設を前提としない場

合には、施設の下流である。 

6 ダム再開発（かさ上げ・掘削） 
ダム再開発は、既存のダムをかさ上げあるいは掘削することで利水容量を確保し、水源とする方策である。取水可能地点は、導水路の新設を前提としない場合には、ダ

ム下流である。 

7 他用途ダム容量の買い上げ 
他用途ダム容量の買い上げは、既存のダムの他の用途のダム容量を買い上げて流水の正常な機能の維持のための容量とすることで、水源とする方策である。取水可能地

点は、導水路の新設を前提としない場合には、ダム下流である。 

8 水系間導水 水系間導水は、水量に余裕のある他水系から導水することで水源とする方策である。取水可能地点は、導水路の新設を前提としない場合には、導水先位置下流である。

9 地下水取水 
地下水取水は、伏流水や河川水に影響を与えないよう配慮しつつ、井戸の新設等により、水源とする方策である。取水可能地点は、導水路の新設を前提としない場合に

は、井戸の場所であり、取水の可否は場所による。 

10 ため池（取水後の貯留施設を含む） 
ため池（取水後の貯留施設を含む。）は、主に雨水や地区内流水を貯留するため池を設置することで水源とする方策である。取水可能地点は、導水路の新設を前提とし

ない場合には、施設の下流である。 

11 海水淡水化 海水淡水化は、海水を淡水化する施設を設置し、水源とする方策である。取水可能地点は、導水路の新設を前提としない場合には海沿いである。 

12 水源林の保全 
水源林の保全は、主にその土壌の働きにより、雨水を地中に浸透させ、ゆっくりと流出させるという水源林の持つ機能を保全し、河川流況の安定化を期待する方策であ

る。取水可能地点は、導水路の新設を前提としない場合には、水源林の下流である。 

13 ダム使用権等の振替 
ダム使用権等の振替は、需要が発生しておらず、水利権が付与されていないダム使用権等を必要な者に振り替える方策である。取水可能地点は、導水路の新設を前提と

しない場合には、振替元水源ダムの下流である。 

14 既得水利の合理化・転用 
既得水利の合理化・転用は、用水路の漏水対策、取水施設の改良等による用水の使用量の削減、農地面積の減少、産業構造の変革等に伴う需要減分を、他の必要とする

用途に転用する方策である。取水可能地点は、導水路の新設を前提としない場合には、転用元水源の下流である。 

15 渇水調整の強化 渇水調整の強化は、渇水調整協議会の機能を強化し、渇水時に被害を最小とするような取水制限を行う方策である。 

16 節水対策 節水対策は、節水コマなど節水機器の普及、節水運動の推進、工場における回収率の向上等により、水需要の抑制を図る方策である。 

17 雨水・中水利用 雨水・中水利用は、雨水利用の推進、中水利用施設の整備、下水処理水利用の推進により、河川水・地下水を水源とする水需要の抑制を図る方策である。 
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4.春遠ダム検証に係る検討 

事   項 内   容 備   考 

4.6 流水の正常な機能

の維持対策案の検

討 

 

 

 
 

表－4.6.2(1) 貝ノ川川における流水の正常な機能の維持対策案および概略評価による対策案の抽出一覧表 １／２ 

 

 

 

 

【一次選定の評価項目】 

物理的に適用が不可能な案、利水安全度向上に寄与しない案につい 

ては適用外とする。 

 

【二次選定の評価項目】 

① 制度上、技術上の観点から極めて実現性が低いと考えられる案  

② 流水の正常な機能の維持対策案としての効果が極めて小さく、現計画における目標と同程度

の機能を確保できないと考えられる案（ダムと同等の効果が見込めない案）  

③ コストが極めて高いと考えられる案  

④ 現時点で効果や施設規模が不明確な案については棄却する。  

⑤ 複数の類似案については、優位性が高い案に絞り込む。  

⑥ 基本的に、既得水利の安全度低下、河川流況の悪化に繋がる対策は選定しない。 

⑦ その他の理由により、貝ノ川川に適さない案。 

貝ノ川川における適用の説明
適用の
可否

概略評価の説明
抽出しない

理由
抽出の
要否

1 ダム
共同事業として春遠ダムで流水の正常な機能の維持を図る。不特定容量は

180,000ｍ３である。本ダムサイトでの単独ダム案も想定される。
○ 現在推進中の事業であり、現評価段階で実施の可能性を否定する要素はない。 － ○

2 河口堰 河口堰を設置し、河道内貯留により新規開発する。 ○
一般的には効率的な水資源開発が可能であるが、河口部には農業用水取水の可
動堰が存在しているため適用できない。

② ⑦ ×

3 湖沼開発 流域内に湖沼は存在しないため適用できない。 × － － －

4 流況調整河川 近傍の河川と水路等で連絡し流況調整を行う。 ○
近傍に流水が豊富で、流況調整の可能（流況が期間的に異なる）な河川は存在
しないため適用できない。

② ⑥ ×

5 河道外貯留施設 平地の農地に河道外貯留施設を建設する。 ○
農地を買収し、常時流水を貯留する貯水池を掘込により築造することは,掘削
費用、追加用地買収、漏水対策など明らかにコスト高となる。また平地の農地
面積が少なく河道外貯留施設の用地を確保することは困難である。

③ ⑦ ×

6
ダム再開発
（かさ上げ・掘削）

近接した流域に既設ダム（農林のため池）が存在し、ダム再開発（かさ上げ）
による水資源開発の可能性がある。

○
過去に姫ノ井の代替水源として利用を検討したが、上水及び不特定用水として
の利用はできなかった。目標とする水質の用水は得られないことから適用しな
い。

⑦ ×

7 他用途ダム容量の買い上げ 流域内及び近傍の既存ダムの他の用途の容量を買い上げる。 ○
中筋川ダムで開発された用水があるが、その利用のためにはコストや利水者と
の調整が必要であり、中筋川流域外である貝ノ川川には適用が難しい。

③ ⑦ ×

8 水系間導水 近接する水系から導水する。 ○ 近傍流域に、水量に余裕のある流域は存在しないため適用できない。 ② ⑥ ×

9 地下水取水 揚水場を建設し、地下水を取水する。 ○
現状では、表流水を水源としており地下水の賦存量は把握されていないため、
地下水への依存は現実的ではない。また、取水による地下水低下、地盤沈下が
推定される。

② ⑥ ⑦ ×

10
ため池
（取水後の貯留施設含む）

春遠ダムサイトは、用地買収が進んでいるため、同サイトのため池の設置が考
えられる。 ○

位置としては春遠ダムサイトが適地であり、堤高も低いことからアースダムが
想定できる。 － ○

(2)概略評価による対策案の抽出

対策案の種別

(1)複数の対策案の立案
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4.春遠ダム検証に係る検討 

事   項 内   容 備   考 

4.6 流水の正常な機能

の維持対策案の検

討 

 

 

 
 

表－4.6.2(2) 貝ノ川川における流水の正常な機能の維持対策案および概略評価による対策案の抽出一覧表 ２／２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 流水の正常な機能の維持対策案の組合せ検討 

 「(2) 概略評価による対策案の抽出」で抽出された対策案は、全て単独で流水の正常な機能の維持の目標を達成することが可能である。また、地形・用地の

土地利用・用地内の施設の状況などから、施設規模を縮小し組合せることによる規模縮小のコスト減よりも、複数施設となるコスト増が大きくなり、コスト的

に単独案と比較して不利となることは明らかである。 

また、組合せ案では管理する施設が複数となること、施設の環境等に対する影響が複数箇所になることなどからも単独案と比較して不利となる。よって、流

水の正常な機能の維持対策については複合案とする優位性は認められないことから、全て単独案とする。 

 

 

 

 

【一次選定の評価項目】 

物理的に適用が不可能な案、利水安全度向上に寄与しない案につい 

ては適用外とする。 

 

【二次選定の評価項目】 

① 制度上、技術上の観点から極めて実現性が低いと考えられる案  

② 流水の正常な機能の維持対策案としての効果が極めて小さく、現計画における目標と同程度

の機能を確保できないと考えられる案（ダムと同等の効果が見込めない案）  

③ コストが極めて高いと考えられる案  

④ 現時点で効果や施設規模が不明確な案については棄却する。  

⑤ 複数の類似案については、優位性が高い案に絞り込む。  

⑥ 基本的に、既得水利の安全度低下、河川流況の悪化に繋がる対策は選定しない。 

⑦ その他の理由により、貝ノ川川に適さない案。 

抽出案： ① 春遠ダム  ② ため池 

貝ノ川川における適用の説明
適用の
可否

概略評価の説明
抽出しない

理由
抽出の
要否

11 海水淡水化
既得水利及び河川環境への影響が少ない河口部で取水を行い、汽水を淡水化す
る施設を建設する。

○
事業規模が大きく明らかにコストが高くなるため現実的ではない。また、河口
部で取水しても計画給水区域への距離が遠くなり給水は困難である。

③ ×

12 水源林の保全 森林等を優良な森林に誘導し河川流況の安定化を図る。 ○
河川流況安定の効果は小さいと判断される。また定量的評価は現状では困難で
ある。

② ×

13 ダム使用権等の振替
近傍に所在する中筋川ダムにおいて、水利権が付与されていないダム使用権等
を必要な者に振り替える方策である。

○
中筋川ダムで開発された水利権が決まっていない容量があるが、中筋川流域外
である貝ノ川川には導水路の新設等が必要となりコスト面で適用が難しい。

③ ⑦ ×

14 既得水利の合理化・転用
既に統廃合した堰等により、合理化がなされておりこれ以上の高度化は困難で
ある。

× － － －

15 渇水調整の強化
渇水時の緊急的な対策であり、水源を確保するものではない。不特定用水とは
水量のオーダーが異なる。

× － － －

16 節水対策
水需要の抑制を図る対策であり、水源を確保するものではない。不特定用水と
は水量のオーダーが異なる。

× － － －

17 雨水・中水利用 水需要の抑制を図る対策であり、水源を確保するものではない。 × － － －

対策案の種別

(1)複数の対策案の立案 (2)概略評価による対策案の抽出
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4.春遠ダム検証に係る検討 

事   項 内   容 備   考 

4.7 流水の正常な機能の

維持対策案の評価 

  

 

(1) 流水の正常な機能の維持対策案に対する評価 

表－4.7.1(1)  流水の正常な機能の維持対策に対する評価一覧表 １／２ 

関係する河川使用者に対し、水量を確認する
とともに、その量を確保できるか

・関係する河川使用者の確認はされている。各案とも目標の流水の正常な機能の維持の確保
は可能である。 ○ ○

段階的にどのように安全度が確保されていく
のか

・春遠ダムの事業予算規模で推移した場合は今後、各案とも10年間で効果を発揮すると判断
される。 ○ ○

どの範囲でどのような効果が確保されていく
のか（河川区間別に、必要水量量がどのよう
に確保されるか）

・各案ともダム完成後、ダム地点で取水可能となる。
○ ○

どのような水質の用水が得られるか ・各案とも河川、あるいは湖沼の「生活環境の保全に関する環境基準」に則った水質の水を
供給する。 ○ ○

○ ○

完成までに要する費用(不特定用水分）はどの
くらいか ・各案とも大差はない。 ○ ○

維持管理に要する費用はどのくらいか
・各案とも大差はない。 ○ ○

その他の費用（ダム中止に伴って発生する費
用はどのくらいか） ・ため池建設地点は春遠ダム地点であり差異はない。 － －

○ ○

土地所有者の協力の見通しはどうか ・春遠ダム案については用地買収をほぼ完了している。（ため池案についても同様）。
○ ○

関係する河川使用者の同意の見通しはどうか ・春遠ダム案は、貝ノ川川における農業関係者等と協議済みである。ため池案は新たな協議
が必要であるが特に問題はないと判断される。 ○ ○

発電を目的として事業に参画している者への
影響の程度はどうか。

・各案とも発電事業の参画はない。
－ －

その他の関係者等との調整の見通しはどうか ・各案とも町、県、農業関係者等の同意が必要となる。
○ ○

事業期間はどの程度必要か ・各案とも10年以内に効果を発現すると考えられる。
○ ○

法制度上の観点から実現性の見通しはどうか ・各案とも法制度からの制約など問題は特にない。
○ ○

技術上の観点から実現性の見通しはどうか ・各案とも技術的問題はない。
○ ○

○ ○

持
続
性

将来にわたって持続可能といえるか ・各案とも適切な維持管理により将来にわたって持続可能である。

○ ○

【評価の説明】

◎：他案と比較して特に優れている。　　○：他案と比較して平均的。　　△：他案と比較して劣っている。
※優劣の差が僅かなものについては同評価とする。コストの評価はトータルコストの比較とする。

実
現
性

実現性の評価

目標の評価

目
標

コ
ス
ト

コストの評価

貝ノ川川の流水の正常な機能の維持対策に対する評価の説明

各対策案の評価

①春遠ダム ②ため池

評
価
軸

評価の考え方
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4.春遠ダム検証に係る検討 

事   項 内   容 備   考 

4.7 流水の正常な機能の

維持対策案の評価 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 流水の正常な機能の維持対策案の総合的な評価 

以下の理由により、貝ノ川川における最適な流水の正常な機能の維持対策案について、春遠ダム案とため池案は同等であると

判断する。 

① コストはため池の方が若干安価であるが、春遠ダム案と大差はない。 

② その他の評価軸においても、両案は同等である。 

表－4.7.1(2)  流水の正常な機能の維持対策に対する評価一覧表 ２／２ 

事業地及びその周辺への影響はどの程度か 各案とも影響はほとんどないと判断される。（春遠ダムの用地買収は92%済み）
○ ○

地域振興に対してどのような効果があるか ・各案ともに、湖面利用やダム湖の周辺整備による地域振興の事例が多くあることから、地
域振興の一助となることが期待される。 ○ ○

地域間の利害の衡平への配慮はなされている
か

・春遠ダム案は地域間で合意形成が図られている。ため池案についても衡平への配慮という
点では差異はない。 ○ ○

○ ○

水環境に対してどのような影響があるか ・各案とも水環境に関しては、特に大きな差異はない。
○ ○

地下水、地盤沈下や地下水の塩水化にどのよ
うな影響があるか

・地下水取水はなく、地盤沈下や地下水塩水化への影響はない。
○ ○

生物の多様性の確保及び流域の自然環境全体
にどのような影響があるか

・各案とも、ダム湖の規模は異なるものの、影響はほとんどないと判断される。
○ ○

土砂流動がどう変化し、下流河川・海岸にど
のように影響するか

・各案とも上流域の発生土砂を貯留するため差はない。
○ ○

景観、人と自然との豊かな触れ合いにどのよ
うに影響するか

・各案ともダム湖の規模は異なるものの、影響はほとんどないと判断される。
○ ○

CO
2
排出負荷はどう変わるか ・各案とも導水等に動力は必要ないため、管理上のCO

2
排出負荷は小さいと考えられる。

○ ○

その他 ・各案とも以上の項目に加えて特筆される環境影響は特にない
－ －

○ ○

【評価の説明】

◎：他案と比較して特に優れている。　　○：他案と比較して平均的。　　△：他案と比較して劣っている。　※優劣の差が僅かなものについては同評価とする。

環
境
へ
の
影
響

地
域
社
会
へ
の
影
響

地域社会への影響の評価

環境への影響の評価

貝ノ川川の流水の正常な機能の維持対策に対する評価の説明

各対策案の評価

①春遠ダム ②ため池

評
価
軸

評価の考え方
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④輪中堤案
輪中堤 ため池 ため池

引　堤

引　堤 ため池 ため池⑤引堤案

ため池
②遊水地案

③放水路案
放水路 ため池 ため池

輪中堤

遊水地

輪中堤

ため池

流水の正常な機能の維持対策

①春遠ダム案
春遠ダム

引　堤

治水対策 新規利水対策

春遠ダム

⑤引堤案

②遊水地案

③放水路案
放水路

輪中堤

遊水地

輪中堤

④輪中堤案

流水の正常な機能の維持対策

①春遠ダム案
引　堤

治水対策 新規利水対策

ため池（新規利水＋流水の正常な機能の維持）

ため池（新規利水＋流水の正常な機能の維持）

春遠ダム

輪中堤

ため池（新規利水＋流水の正常な機能の維持）

ため池（新規利水＋流水の正常な機能の維持）

引　堤

引　堤

4.春遠ダム検証に係る検討 

事   項 内   容 備   考 

4.8 検証対象ダムの総

合的な評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

  

 

 

 

(1) 新規利水ダムと流水の正常な機能の維持対策を統合したため池の検討 

検証ダムの総合的評価では、治水・利水・流水の正常な機能の維持の全ての機能が確保でき、コスト面で有利な組合せを抽出する必要がある。 

そこで、新規利水、流水の正常な機能の維持対策のため池は同一地点（春遠ダムサイト）であることから統合したため池について検討した。 

その結果、統合施設は目的別の単独施設と比べ経済性に優れるため、統合施設を利水等の対策案としてコスト比較する。 

 

統 合 

○統合ため池の事業費割振 

 本検証では、統合ため池(18.1 億円)を採用しているが、目的別に評価を行うにあたり、 

アロケーションにより割振りを行う。 

 （新規利水容量：90 千 m3，流水の正常な機能の維持：180 千 m3） 

(A) 

(B) 

図－4.8.1 利水統合ダム 

(B)

新規利水
流水の正常な機

能の維持
(A)計

統合
利水対策案

堆砂容量 40 40 40
利水容量 90 180 270

総貯水容量 130 220 310
基礎岩盤 185.0 185.0 185.0
最低水位 194.7 194.7 194.7

常時満水位 200.0 201.1 204.2
設計洪水位 202.5 204.6 206.7
ダム天端 204.5 206.6 208.7

19.5 21.6 23.7

51,200 65,500 82,300
1,229

(12.3億円）
1,507

(15.1億円)
2,736

(27.4億円)
1,811

(18.1億円)

堤体積(m
3
)

事業費（百万円）

貯水容量

（千ｍ
３
）

標　高
(El.m)

ダム高(m)

項　目
(A)
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4.春遠ダム検証に係る検討 

事   項 内   容 備   考 

4.8 検証対象ダムの総

合的な評価 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 総合評価 

各目的別に実施した、評価軸ごとの評価及び総合的な評価の結果を以下に整理した。 

 

以上の結果を基に、コストを最も重視し、時間的な観点からみた実現性を確認した上で、全ての評価軸により総合的な評価を行った

結果、春遠ダム案（春遠ダム＋引堤）が最適と判断する。 

安全度 ◎ △ △ △ ○

コスト ○ ○ △ ○ ○

実現性 ◎ △ △ △ ○

持続性 ○ ○ ○ ○ ○

柔軟性 ◎ ○ △ ○ ○

地域社会への影響 ◎ △ △ △ ○

環境への影響 ○ ○ △ ○ ○

目的別の総合評価 ◎ ○ △ ○ ○

目　標 ◎

コスト ◎

実現性 ◎

持続性 ○

地域社会への影響 ○

環境への影響 ○

目的別の総合評価 ◎

目　標 ○

コスト ○

実現性 ○

持続性 ○

地域社会への影響 ○

環境への影響 ○

目的別の総合評価 ○

◎：他案と比較して特に優れている。　　○：他案と比較して平均的。　　△：他案と比較して劣っている。　

○

流水の正常な機能の
維持対策

評価軸

①春遠ダム

①春遠ダム

治水対策

評価軸

新規利水対策

○

評価軸
②遊水地(貝ノ川)

＋
輪中堤

③放水路(貝ノ川)
＋

輪中堤

④輪中堤(春遠,藤ノ川)

＋
引堤(貝ノ川)

○

○

①春遠ダム＋引堤 ⑤引　堤

②ため池

○

○

○

②ため池

○

○

○

○

○

○

○
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4.春遠ダム検証に係る検討 

事   項 内   容 備   考 

4.8 検証対象ダムの総

合的な評価 

 

 

 

 

 

 

 

目 的 別 コ ス ト 表 

（億円）

　　春遠地区 18.7

　　藤ノ川地区 5.4

　　貝ノ川地区 引堤 13.1

※１：貝ノ川地区河川改修については、災害関連事業によりダム等で調節後における計画高水流量300m
3
/sで河川改修（改良復旧）が行われている。よって、事業費は見込まない。（春遠ダム案，遊水地＋河道改修案，放水路案が該当）

流水の正常な機能の維持（正常流量）施設

維持管理費

ダム中止負担金

総合的なトータルコスト

0.0 0.0

全体事業費 H２３年度末残事業費

3.1

0.3 0.3 0.7

ダム中止負担金

新規利水トータルコスト 3.7

0.0 0.00.0

3.0 3.0

新規利水施設
春遠ダム

ため池 ため池
全体事業費 H23年度末残事業費

3.1

0.3

春遠ダム

1.5 1.1

0.7

63.6

1.8 1.4

0.0

正常流量トータルコスト

正常流量施設費

治水＋新規利水＋正常流量 　全体事業費

治水施設

治水対策合計

維持管理費

洪水調節施設

河道改修費

新規利水施設費

維持管理費

9.0 9.0

0.2

6.2 6.2

0.2

0.0

遊水地＋輪中堤 放水路＋輪中堤
全体事業費 H23年度末残事業費

春遠ダム+引堤

0.30.0

14.3

22.7

18.7

5.4

0.0

18.7

5.4

0.0

14.1

48.8 36.9 38.2

0.0

42.4 30.5

16.5

46.8

※２：災害関連事業で実施した貝ノ川地区の改修区間L=800mについては、堤防かさ上げで対応。その他区間については引堤。

ダム中止負担金

治水対策トータルコスト

82.7 64.7

20.0

23.1

85.9

11.0

57.8 45.9

70.3 52.3

49.5

0.0

18.6

56.3

17.4

64.9

0.0

71.8

ため池

15.1

3.5

ため池

15.1

3.5

0.0

0.0

0.7

0.0

18.6

3.7

69.0

3.7

ため池

15.1

3.5

55.3

18.6

13.1

57.9

2.5

引  堤

－

32.5

12.3

0.3

60.7

ため池

3.0

0.7

0.0

3.7

ため池

76.0

83.0

15.1

3.5

0.0

18.6

3.0

ため池

46.7

0.3

－

輪中堤＋引堤

9.2

37.2

輪中堤

※１ ※１ ※１ ※2※１ ※２※２※2※2
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5.検討会議及び意見聴取等の経緯 

事   項 内   容 備   考 

   

 春遠ダム建設事業の検証にあたっては、「春遠ダム検討会議」を平成 22 年 11 月 16 日、平成 23 年 1 月 18 日及び同年 6 月 6 日に開催した。住民からの

意見聴取として、平成 23 年 2 月 18 日から同年 3 月 3 日及び平成 23 年 6 月 10 日から同年 6 月 23 日にパブリックコメント、平成 23 年 6 月 16 日に関係住

民及び関係利水者から意見聴取を行うなど、広く県民の意見を募集した。さらに学識経験者の意見を聴取し、平成 23 年 7 月 19 日に高知県公共事再評価

委員会を開催した。 

 

 

 

 

開催日 開催内容 

H.22.11.16 第１回検討会議 

H.23.1.18 第２回検討会議 

H.23.2.10 学識経験者意見聴取 

H.23.2.18 

～ 

H.23.3.3 

第１回パブリックコメント資料公表 

H.23.5.24 

～ 

H.23.6.2 

学識経験者意見聴取 

H.23.6.6 第 3 回検討会議 

H.23.6.16 関係住民及び関係利水者からの意見聴取 

H.23.6.10 

～ 

H.23.6.23 

第２回パブリックコメント資料公表 

H.23.7.4 学識経験者意見聴取 

H.23.7.19 高知県公共事業再評価委員会 
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5.検討会議及び意見聴取等の経緯 

事   項 内   容 備   考 

5.1 関 係 地 方 公 共 団 体 

からなる検討の場 

 春遠ダム建設事業の検証に係る「関係地方公共団体からなる検討の場」として「春遠ダム検討会議」を設置した。検討会議は原則公開とし、平成 22 年

11 月 16 日、平成 23 年 1 月 18 日及び平成 23 年 6 月 6 日に開催し、構成員より意見を聴取した。 

検討会議においては、構成員からこれまでの事業の経緯や地域の実情も踏まえ、早期の春遠ダム建設を望む意見があがり、高知県が提示した検証結果

ならびに対応方針を春遠ダム建設事業の継続実施とすることについて了承を得た。 

 

 

春遠ダム検討会議委員 

所属        役職 
大 月 町 町長 
土佐清水市        市長 

高知県土木部河川課       河川課長 
幡多土木事務所宿毛事務所 所長 

  

 

 

春遠ダム検討会議 議事内容 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開催日 議事内容

第１回検討会議
平成 22 年 11 月 16 日（火）

・ダム検証の進め方について
・春遠ダムについて

第 2 回検討会議
・前回の検討会議について
・春遠ダム検証に係る検討（目的別の検討について） 

第 3 回検討会議 ・前回会議の内容及びパブリックコメントの結果について 
・検証対象ダムの総合的な評価について

平成 23 年 1 月 18 日（火）

平成 23 年 6 月 6 日（月）
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5.検討会議及び意見聴取等の経緯 

事   項 内   容 備   考 

5.1 関 係 地 方 公 共 団 体 

からなる検討の場 

春遠ダム検討会議 規約 

 

（名称） 

第１条  本会は、「春遠ダム検討会議」（以下「検討会」という。）と称する。 
 

（目的） 

第２条  検討会は、「今後の治水対策のあり方に関する有識者会議」から示された中間とりまとめに基づく、新たな評価軸及び総合的な評価の考

え方等により、春遠生活貯水池の検討を行うことを目的とする。 
 

（組織） 

第３条  検討会は、別表に掲げる委員をもって構成する。 
   

（会議） 

第４条  検討会には、座長をおくこととし、県河川課長がこれにあたる。 
２ 検討会は、座長が委員間の調整等を行い開催することとする。 

３ 座長に事故があるとき、又は座長が欠けたときは、あらかじめ座長の指名 

する委員が、その職務を代理する。 

４ 検討会で必要があると認めるときは、委員以外の者に対し、検討会において意見及び説明を求めることができる。 

５ 検討会は公開で開催する。 

 

（事務局） 

第５条  検討会の事務局は、高知県土木部河川課に置く。 
２ 事務局は、会議の運営に関する事務その他の事務を処理する。 

 

（雑則）   

第６条  この会則に定めるもののほか、検討会の運営等に関し必要な事項は、座長が検討会に諮って定める。 
 

（附則） 

  この会則は、平成２２年１１月１６日から施行する。 

別表 

春遠ダム検討会議 

      所属        役職 

大月町 町長 

     土佐清水市      市長 

     高知県土木部      河川課長 

宿毛事務所 所長 
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5.検討会議及び意見聴取等の経緯 

事   項 内   容 備   考 

5.2 パブリックコメント 住民からの意見聴取として、春遠ダム事業の検証に係る検討案（各目的別の対策案の抽出）の段階及び春遠ダム検討会議において取りまと

めた対応方針（案）の段階でそれぞれパブリックコメントの募集を行い、広く県民の意見を募集した。 

 

【第１回】 

① 意見募集対象 

・春遠ダム事業の検証に係る検討案（各目的別の対策案の抽出） 

② 募集期間 

・平成２３年２月１８日（金）～平成２３年３月３日（木） 

③ 意見の募集・提出方法 

・〔募集〕 ホームページ掲載、閲覧 

・〔提出〕 郵送、ＦＡＸ、電子メール 

④ 意見提出件数 

・１件 

 

 

 

【第２回】 

① 意見募集対象 

・春遠ダム検討会議において取りまとめた対応方針（案） 

② 募集期間 

・平成２３年６月１０日（金）～平成２３年６月２３日（木） 

③ 意見の募集・提出方法 

・〔募集〕 ホームページ掲載、閲覧 

・〔提出〕 郵送、ＦＡＸ、電子メール 

④ 意見提出件数 

・０件 
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5.検討会議及び意見聴取等の経緯 

事   項 内   容 備   考 

5.2 パブリックコメント 【第１回】 
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5.検討会議及び意見聴取等の経緯 

事   項 内   容 備   考 

5.2 パブリックコメント 【第２回】 
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5.検討会議及び意見聴取等の経緯 

事   項 内   容 備   考 

5.2 パブリックコメント 【パブリックコメントの結果について】 

 

 

 

 

 

　過去の主な渇水の影響人口平成１３年度５，７７６人　大月町人口７，３２７人に対して給水区域内人口１，４６
０人はダムによる給水の効果が少ないのでは？
　また、渇水で影響を受けた地区とダムによる給水区域とがどの程度一致するのか、外れるのか不明ですが、
これでダムによる給水の効果が判断できますか？

　大月町の水道事業は、１１の簡易水道等で営まれています。春遠ダムで開発する新規利水容量による給水区域は、そ
の中でも、小規模で水源が不安定な春遠、姫ノ井、月灘、才角、大浦の５つの簡易水道及び現在水道未普及地区を対象
としており、大月町全体に給水するものではありません。
　また、地区毎の詳細な渇水被害のデータは、町にもありませんが、平成８年や１３年の様に大きな渇水被害が生じた年
には、姫ノ井、月灘地区において断水が発生しており、ダムから水道用水を供給する効果は、十分あるものと考えます。

　三原村、宿毛市、大月町で水道組合を作って中筋ダムの水を利用できませんか？それによっても、まだ、春
遠ダムは必要でしょうか？

　中筋川ダムの水を利用するためには、コスト面や地元自治体及び関係利水者等との調整が必要である等、大月町に
適用するにはいろんな課題があると考えます。大月町役場付近の標高は５０ｍ程度であるのに対し、春遠ダムの基盤面
は１８３ｍ、中筋川ダムは２５ｍとなっており、高さの面でも施設計画が難しいと考えます。

　平成１３年程度の、あるいは上回る豪雨が再びおきれば、ダムによっても、複合的な対策によっても、洪水が
溢れることは防げない。治水は１００％の対策でないと駄目ですか？

　一般的に、治水計画の規模は、河川の重要度に応じて各々決定しています。その計画規模を超える洪水が発生した際
には、対応できないこともあり、１００％安全であるという対策はありません。
　貝ノ川川については、概ね３０年に１度発生するであろうと予測される洪水に対して、洪水を安全に流下できることを整
備目標にしています。
　

　流域では貝ノ川が最大の治水の対象地区でしょうけど、１３年の災害で一定の整備はできたのですから、今
後はソフト的な対応では駄目でしょうか？あっさり言えば、春遠地区等の局部的な改良だけの対策をして、終わ
るという選択をするということです。河川の整備をしても、平成１３年を上回る豪雨は必ず起きるので、今後はソ
フト対策に力を入れるという事です。

　県下の各河川では、目標とする安全度を持って、整備を進めています。貝ノ川川においても一定の安全度を確保し、住
民の生命や財産を守っていくために、ダム建設や河川整備が必要であると考えています。
　また、計画規模を超える洪水などに対しては、ご指摘のように避難体制などのソフト対策の充実を図ることが重要と考
えます。

　最後に、ダムの事業費は見込みですので、増えることが予測されます。設計は限られたボーリングや地表調
査などにより行われているものですので、施工が進むと詳しい状況がでできま
す。そのため、事業費が増えていきます。他のダムの事業費の当初と決算等を参考に割り増しをしておく必要
があります。

　ご指摘のとおり、事業費は、当初想定したものに対して変動が予想されます。このため、費用対効果の分析において
は、事業費等を一定の率で変動させる検証も行っています。
　貴重なご意見として、承っておきます。

意見の内容 意見に対する回答
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5.検討会議及び意見聴取等の経緯 

事   項 内   容 備   考 

5.3 検討主体による意見聴取 

 

 

5.3.1 学識経験を有するもの 

春遠ダム建設事業の検証について、学識経験を有する者、関係住民、関係利水者、事業再評価検討委員会の意見を聴取した。 

 

 

 

①意見聴取内容 

・ 検証作業の進め方等について 

・ 目的別対策案の抽出結果及び評価軸による評価の仕方について 

・ 評価軸による評価結果及び総合的な評価結果について 

・ 評価軸による評価結果及び総合的な評価結果について 

・ 検証結果報告書について 

 

②日時 

・平成 23 年 2 月 10 日 

・平成 23 年 5 月 24 日 

・平成 23 年 6 月 2 日 

・平成 23 年 7 月 4 日 

 

③意見聴取者（所属） 

・ 松田誠祐 氏（高知大学名誉教授） 

・ 大年邦雄 氏（高知大学教育研究部自然科学系農学部門） 

・ 岡田将治 氏（高知工業高等専門学校 環境都市デザイン工学科） 

 

 

④主な意見 

・ 対策案の抽出について 

・ 評価軸による評価の仕方について 

・ 各対策案の評価について 

・ 総事業費について 
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5.検討会議及び意見聴取等の経緯 

事   項 内   容 備   考 

5.3 検討主体による意見聴取 

 

 

5.3.1 学識経験を有するもの 
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5.検討会議及び意見聴取等の経緯 

事   項 内   容 備   考 

5.3 検討主体による意見聴取 

 

 

5.3.1 学識経験を有するもの 

 

 

 

 

 

（右上へ続く） 
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5.検討会議及び意見聴取等の経緯 

事   項 内   容 備   考 

5.3 検討主体による意見聴取 

 

 

5.3.1 学識経験を有するもの 
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5.検討会議及び意見聴取等の経緯 

事   項 内   容 備   考 

5.3 検討主体による意見聴取 

5.3.2 関係住民及び関係利水

者 

(1)意見聴取内容 

・ 春遠ダム事業の検証に係る検討の検討結果 

(1)  日時 

・ 平成２３年６月１６日（木） １５時～（土佐清水市貝ノ川地区、藤ノ川地区） 

・ 平成２３年６月１６日（木） １９時～（大月町春遠地区） 

 

(2)  場所 

・（土佐清水市） 貝ノ川（浦）区長場  

・（大月町）   春遠集会所 

(3)  意見聴取人数 

合計：１０人 

（土佐清水市関係住民及び関係利水者 ：４人） 

（大月町関係住民及び関係利水者   ：６人） 

 

 

(4)  主な意見 

・ 対策案について 

・ 治水対策の効果について 

・ 利水対策の効果について 

・ 整備状況について 

・ 環境面について 

・ ダムの耐震性について 

・ 検証作業の経過及び予定について 
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5.検討会議及び意見聴取等の経緯 

事   項 内   容 備   考 

5.3 検討主体による意見聴取 

5.3.2 関係住民及び関係利水

者 
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5.検討会議及び意見聴取等の経緯 

事   項 内   容 備   考 

5.3 検討主体による意見聴取 

5.3.2 関係住民及び関係利水

者 
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5.検討会議及び意見聴取等の経緯 

事   項 内   容 備   考 

5.3 検討主体による意見聴取 

5.3.2 関係住民及び関係利水

者 
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5.検討会議及び意見聴取等の経緯 

事   項 内   容 

5.3 検討主体による意見聴取 

5.3.3 関係地方公共団体の長 
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5.検討会議及び意見聴取等の経緯 

事   項 内   容 

5.3 検討主体による意見聴取 

5.3.3 関係地方公共団体の長 
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6.対応方針 

事   項 内   容 備   考 

6.1 流域の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.2 過去の洪水及び浸水被害

の状況と対策の必要性 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.3 貝ノ川川水系における河

川整備基本方針及び河川整

備計画 

 

 

 

 

 

 

6.4 事業の経緯及び進捗状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

貝ノ川川は、高知県西南部に位置する二級河川で、その源を大月町春遠地先の山稜に発し、途中で家ノ谷川、荒神
こうじん

谷
たに

川、藤ノ川等の 8 支川を合わせ、

土佐清水市貝ノ川郷地先において太平洋に注いでいる。幹川流路延長は約 17 ㎞、流域面積は約 23km2 である。 

貝ノ川川流域は、上流域は大月町、中下流域は土佐清水市の 1 市 1 町にまたがり、流域の約 90％以上を山地が占めている。 

河口付近の海岸部は足摺宇和海国立公園に指定されており、豊かな自然環境が残っている。 

上流域は山地が深いものの、当流域では比較的まとまった平地があり、大部分を農地として利用され、その周辺には小規模な集落が形成されている。

中流域は谷地形であり、自然河川の様相を呈し、河川と急峻な山地の間のわずかな平地に農地が点在している。 

下流域は河口部にまとまった平地が広がり、主に左岸側に農地、右岸側に集落が形成されている。また、宿毛市、大月町、土佐清水市を経て四万十市

を結ぶ地域の幹線道路である国道 321 号が河川を横断している。 

 

貝ノ川川は流路延長約 17km に対し、上流部で標高約 165ｍ、下流で標高約 5ｍ以下と高低差が大きく、中流域から上流域にかけての河川勾配も 1/110

～1/50 と急勾配であることから、降雨は短時間で河川の下流に流下する。また、当流域を含む高知県西南部は梅雨等による前線の停滞や台風の経路とな

ることが多く、洪水に対する危険性が高い。当流域では、過去において幾度も災害に見舞われている。 

主な災害としては昭和 45 年 8 月（台風 10 号）、昭和 50 年 8 月（台風 5 号）、近年においては平成 13 年 9 月（高知県西南部豪雨）で大きな災害に見

舞われた。平成 13 年 9 月の高知県西南部豪雨では、貝ノ川川上流域において 24 時間雨量 577mm，1 時間最大雨量 120mm の記録的な降雨により、流域の家

屋 78 戸が全壊、半壊及び浸水被害を受け、市民生活、公共施設、市民財産に甚大な被害を与えた。 

平成 13 年 9 月の高知県西南部豪雨災害により災害関連事業を実施した貝ノ川地区から上流では、これまで計画的な河川整備がなされておらず、水害の

都度、災害復旧事業を実施してきたが、現状の河道は流下能力のばらつきや局部的な流下能力不足の箇所が残存している。このため、特に集落を形成す

る春遠地区の平坦地では、たびたび洪水被害が発生しており、河川沿いの平坦地の農地や宅地周辺では、抜本的な治水対策が必要である。 

 

高知県は、貝ノ川川の河川整備についての基本となるべき方針に関する事項を定めるため、概ね３０年に１回発生する降雨による洪水の被害を軽減す

ることを目標とした貝ノ川川水系河川整備基本方針（案）（以下、「基本方針」（案）という。）を平成２２年３月に作成し、国に対し申請中である。

 また、基本方針（案）に沿って河川整備を計画的に行うため、概ね３０年に１回発生する降雨による洪水の被害を軽減することを目標とした貝ノ川川

水系河川整備計画（案）（以下、「整備計画」（案）という。）を作成し、現在国と協議中である。 

 これらの基本方針（案）及び整備計画（案）の中で、春遠ダムが位置づけられており、ダム建設と河道改修を併せて実施することにより、目標流量を

安全に流下させる計画となっている。また、春遠ダムは、洪水調節、流水の正常な機能の維持及び新規利水（水道用水）の目的を持つ多目的ダムとして

計画されている。 

 

 

 春遠ダム建設事業は、平成６年度に建設事業採択され、現在までに土地所有者や地元関係者の協力を頂き、ダムサイトについての用地買収は完了して

いる。 

 現在は、主に付替町道工事を施工しており、平成２３年度末には総事業費の約２８％の進捗となる見通しである。 
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6.対応方針 

事   項 内   容 備   考 

6.5 再評価実施要領細目に基

づく評価 

 

 

 

 

 

 

 

6.6 地域住民や関係地方公共

団体の意見 

 

 

 

6.7 対応方針 

 

高知県は、国土交通大臣の要請を受け、ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目（以下「細目」という。）に基づき、ダムの目的別に

対策案を抽出し、指定された評価軸に沿って評価を行った後、春遠ダムの総合的な評価を行った。 

その結果、春遠ダムと河道改修を併せた現計画案は、事業が一定程度進捗し、またダム建設予定地の用地買収もほぼ終了していることから、洪水調節

効果の発現時期や渇水状況の早期解決、経済性、実現性、安全度等の点で他の対策案に比べて優位であった。 

 また、ダム建設の予定されている大月町春遠地区は圃場整備事業を約 20ha にわたって整備しており、大月町内でも特に農業が盛んな地域である。地区

を流れている貝ノ川川の沿川は農業用地として利用され、地域住民の生活や産業と密接に関係している。そのため、今回の検証で治水対策案として検討

した、輪中堤や遊水地等を整備するための起業地を新たに取得することは、地域社会への影響や、検討会議の意見をふまえても相当困難な状況である。

 これらの理由により、細目に基づく検討の結果、春遠ダムと河道改修を併せた現計画案が優位であるとの結果となった。 

 

 貝ノ川川水系流域の住民や、関係地方公共団体は、過去に度重なる洪水被害を受けているため、その被害軽減及び問題解消を目的とした春遠ダム建設

の早期完成を望む声は事業着工当初から強い。 

 また、大月町においては渇水時期において過去に断水や取水制限が慢性的に発生しており、住民生活への影響が大きい。地区の簡易水道は表流水や伏

流水等の脆弱な水源に頼っており、地域住民への安定した水供給を図るためにも、春遠ダムの早期建設を望んでいる。 

 

6.5 で述べたように、細目に基づいた検討において、洪水調節では、整備計画（案）と同程度の治水安全度の達成を前提とした検討を行った結果、現

計画案が最も優位であり、新規利水についても現計画案が優位であった。また、地域住民や関係地方公共団体の意見もダムの早期完成を望む声が強い。

よって、検討結果のとおり、現計画に基づく春遠ダム建設事業を継続実施する。  
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